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＜概   要＞

第１部において，設計基準対象施設の設置許可基準規則，技術基

準規則の追加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する

島根原子力発電所２号炉における適合性を示す。  

第２部において，設計基準対象施設について，追加要求事項に適

合するために必要となる機能を達成するための設備，運用等につい

て説明する。  

4条-1
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第１部

1. 基本方針

1.1 要求事項の整理

地震による損傷の防止について，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設

置許可基準規則」という。）第４条及び「実用発電用原子炉及び

その付属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規則」

という。）第５条において，追加要求事項を明確化する（表１）。  

4条-2
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1.2 追加要求事項に対する適合性  

(1) 位置，構造及び設備  

ロ  発電用原子炉施設の一般構造  

   本発電用原子炉施設は，発電用原子炉，原子炉冷却設備，タ

ービン設備及び各種の安全防護設備等からなる。各設備は，原

子炉建物，タービン建物，制御室建物等に収納するが，一部の

設備は屋外に設置する。  

本発電用原子炉施設は，「核原料物質，核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律」及び「電気事業法」等の関連法令の要

求を満足するとともに，原子力規制委員会が決定した「実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）及び関連す

る審査基準等に適合するように設計する。  

(1) 耐震構造  

本発電用原子炉施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，

「設置許可基準規則」に適合するように設計する。  

(ⅰ ) 設計基準対象施設の耐震設計  

設計基準対象施設については，耐震重要度分類に応じて，

適用する地震力に対して，以下の項目に従って耐震設計を行

う。  

ａ．耐震重要施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て，安全機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

ｂ．設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがあ

る安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への

影響を防止する観点から，各施設の安全機能が喪失した

場合の影響の相対的な程度に応じて，耐震重要度分類を

以下のとおり，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類

し，それぞれに応じた地震力に十分耐えられるように設

計する。  

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対

して，原子炉を停止し，炉心を冷却するた

めに必要な機能を持つ施設，自ら放射性物

質を内蔵している施設，当該施設に直接関

係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に拡散する可能性のある施設，これ

らの施設の機能喪失により事故に至った場

合の影響を緩和し，放射線による公衆への

影響を軽減するために必要な機能を持つ施

設及びこれらの重要な安全機能を支援する

4条-5
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ために必要となる施設，並びに地震に伴っ

て発生するおそれがある津波による安全機

能の喪失を防止するために必要となる施設

であって，その影響が大きいもの  

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失し

た場合の影響がＳクラス施設と比べ小さい

施設  

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属す

る施設以外の一般産業施設又は公共施設と

同等の安全性が要求される施設  

【説明資料（ 1.1(2)：P4 条－ 67）（ 2.1：P4 条－ 71）】  

ｃ．Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護

機能を有する設備（以下「津波防護施設」という。），

浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」とい

う。）及び敷地における津波監視機能を有する施設（以

下「津波監視設備」という。）を除く。），Ｂクラス及

びＣクラスの施設は，建物・構築物については，地震層

せん断力係数Ｃｉに，それぞれ 3.0，1.5 及び 1.0 を乗じ

て求められる水平地震力，機器・配管系については，そ

れぞれ 3.6，1.8 及び 1.2 を乗じた水平震度から求められ

る水平地震力に十分に耐えられるように設計する。建

物・構築物及び機器・配管系ともに，おおむね弾性状態

にとどまる範囲で耐えられるように設計する。  

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係

数Ｃ 0 を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求められる値とする。  

ただし，土木構造物の静的地震力は，Ｃクラスに適用

される静的地震力を適用する。  

Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護

施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）につい

ては，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。鉛直地震力は，建物・構築

物については，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物

の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる鉛直震

度，機器・配管系については，これを 1.2 倍した鉛直震

度より算定する。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定と

する。  

ｄ．Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護

施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）は，基

4条-6
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準地震動Ｓｓによる地震力に対して安全機能が保持でき

るように設計する。建物・構築物については，構造物全

体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分

な余裕を有し，建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安

全余裕を有するように設計する。機器・配管系について

は，その施設に要求される機能を保持するように設計し，

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレ

ベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，そ

の施設に要求される機能に影響を及ぼさないように，ま

た，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答

に対して，その設備に要求される機能を保持するように

設計する。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地

震力のいずれか大きい方の地震力に対して，おおむね弾

性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。建

物・構築物については，発生する応力に対して，「建築

基準法」等の安全上適切と認められる規格及び基準によ

る許容応力度を許容限界とする。機器・配管系について

は，応答が全体的におおむね弾性状態にとどまるように

設計する。  

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせて算定するものとする。  

基準地震動Ｓｓは，敷地ごとに震源を特定して策定す

る地震動及び震源を特定せず策定する地震動について，

敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地

震動としてそれぞれ策定する。  

策定した基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを第１図及

び第２図に，加速度時刻歴波形を第３図～第７図に示す。 

基準地震動Ｓｓの策定においては，Ｓ波速度が 700m/s

以上で著しい高低差がなく拡がりを持って分布している

硬質地盤に解放基盤表面を設定することとし，標高－ 10m

の位置とする。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動Ｓｓとの

応答スペクトルの比率が目安として 0.5 を下回らないよ

うな値として，工学的判断から基準地震動Ｓｓに係数

0.5 を乗じて設定する。さらに，「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安

全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改訂）」におけ
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る基準地震動Ｓ１の応答スペクトルをおおむね下回らな

いよう配慮した地震動も弾性設計用地震動Ｓｄとして設

定する。  

【説明資料（ 3.1(2)： P4 条－ 72）】  

なお，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施

設については，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じ

た地震動によりその影響についての検討を行う。建物・

構築物及び機器・配管系ともに，おおむね弾性状態にと

どまる範囲で耐えられるように設計する。  

【説明資料（ 3.1(2)： P4 条－ 72）】  

ｅ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに

これらが設置された建物・構築物は，基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対して，それぞれの施設及び設備に要求さ

れる機能が保持できるように設計する。ただし，浸水防

止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力又はＳクラスの施設に適

用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して，

おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設

計する。  

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせて算定するものとする。  

【説明資料（ 1.1(6)： P4 条－ 68）（ 4.1(3)： P4 条－ 75）  

（ 4.1(4)： P4 条－ 78）】  

ｆ．耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属

する施設の波及的影響によって，その安全機能を損なわ

ないように設計する。波及的影響の評価に当たっては，

敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，事象選定及び影

響評価を行う。なお，影響評価においては，耐震重要施

設の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。  

【説明資料（ 1.1(9)： P4 条－ 69）（ 7： P4 条－ 85）】  

ｇ．設計基準対象施設は，防波壁の設置及び地盤改良を実

施したことにより地下水の流れが遮断され地下水位が上

昇するおそれがあることを踏まえ，地下水位を一定の範

囲に保持する地下水位低下設備を設置し，同設備の効果

が及ぶ範囲においては，その機能を考慮した設計地下水

位を設定し水圧の影響を考慮する。地下水位低下設備の

効果が及ばない範囲においては，自然水位より保守的に
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設定した水位又は地表面にて設計地下水位を設定し水圧

の影響を考慮する。  

【説明資料（ 1.1(11)： P4 条－ 69）】  

ｈ．炉心内の燃料被覆材（燃料被覆管）の放射性物質の閉

じ込めの機能については，以下のとおり設計する。  

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対して，炉心内の燃料被覆

管の応答が全体的におおむね弾性状態にとどまるように

設計する。  

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，放射性物質の

閉じ込めの機能に影響を及ぼさないように設計する。  

【説明資料（ 1.1(13)：P4 条－ 69）（ 4.1(4)：P4 条－ 78）】  
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第１図  基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（水平方向）  
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第２図  基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（鉛直方向）  
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第３図  基準地震動Ｓｓ -Ｄの設計用模擬地震波の加速度時刻歴波    
   形  

 

 

第４図  基準地震動Ｓｓ -Ｆ１の加速度時刻歴波形
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第５図  基準地震動Ｓｓ -Ｆ２の加速度時刻歴波形  
 

 

第６図  基準地震動Ｓｓ -Ｎ１の加速度時刻歴波形  
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第７図  基準地震動Ｓｓ -Ｎ２の加速度時刻歴波形  
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(2) 安全設計方針  

1.4 耐震設計  

発電用原子炉施設の耐震設計は，「設置許可基準規則」に適合

するように，「 1.4.1 設計基準対象施設の耐震設計」，「 1.4.2 重

大事故等対処施設の耐震設計」，「 1.4.3 主要施設の耐震構造」

及び「 1.4.4 地震検知による耐震安全性の確保」に従って行う。  

1.4.1 設計基準対象施設の耐震設計  

1.4.1.1 設計基準対象施設の耐震設計の基本方針  

設計基準対象施設の耐震設計は，以下の項目に従って行

う。  

(1) 地震により生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因

する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの（以

下「耐震重要施設」という。）は，その供用中に当該耐震重

要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度

によって作用する地震力に対して，その安全機能が損なわれ

るおそれがないように設計する。  

(2) 設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安

全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及び

周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれ

に続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，各施

設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐

震重要度」という。）に応じて，耐震重要度分類をＳクラス，

Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞれに応じた地震力に

十分耐えられるように設計する。  

(3) 建物・構築物については，耐震重要度分類の各クラスに応

じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対

する十分な支持力を有する地盤に設置する。  

なお，建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物（屋

外重要土木構造物及びその他の土木構造物）の総称とする。 

また，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な機器・

配管系の間接支持機能，若しくは非常時における海水の通水

機能を求められる土木構造物をいう。  

(4) Ｓクラスの施設（ (6)に記載のもののうち，津波防護機能

を有する設備（以下「津波防護施設」という。），浸水防止

機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。）及び敷

地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設備」

という。）を除く。）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して，その安全機能が保持できるように設計する。  
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また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えられる設計とする。  

(5) Ｓクラスの施設（ (6)に記載のもののうち，津波防護施設，

浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）については，静的

地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。  

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地

震力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせ

て算定するものとする。なお，水平２方向及び鉛直方向の地

震力が同時に作用し，影響が考えられる施設及び設備につい

ては許容限界の範囲内にとどまることを確認する。  

(6) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津

波監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視

設備が設置された建物・構築物は，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して，構造全体として変形能力（終局耐力時の変形）

について十分な余裕を有するとともに，それぞれの施設及び

設備に要求される機能が保持できるように設計する。  

ただし，浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管につ

いては，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さ

なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，浸

水防止機能に影響を及ぼさないように，また，動的機器等に

ついては，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に

要求される機能を保持するように設計する。また，弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力又はＳクラスの施設に適用する

静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して，おおむね

弾性状態にとどまる範囲で耐えられる設計とする。  

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの水平２

方向及び鉛直方向の地震力の組合せについては，上記 (5)と

同様とする。  

また，重大事故等対処施設を津波から防護するための津波

防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれらが設

置された建物・構築物についても同様の設計方針とする。  

(7) Ｂクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態

にとどまる範囲で耐えられるように設計する。  

また，共振のおそれのある施設については，その影響につ

いての検討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾

性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じたものとする。なお，

当該地震動による地震力は，水平２方向及び鉛直方向につ
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いて適切に組み合わせて算定するものとし，Ｓクラス施設

と同様に許容限界の範囲内にとどまることを確認する。  

(8) Ｃクラスの施設は，静的地震力に対して，おおむね弾性状

態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。  

(9) 耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属する

ものの波及的影響によって，その安全機能を損なわないよう

に設計する。  

(10) 設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，

地震の影響が低減されるように考慮する。  

(11) Ｓクラスの施設及びその間接支持構造物等のうち，地震

動及び地殻変動による基礎地盤の傾斜が基本設計段階の目

安値である 1/2,000 を上回る施設においては，基本設計段

階において設定した管理目標値としての改良地盤の物性値

を確保し，施設の安全機能を損なわないように設計する。  

(12) 設計基準対象施設の設計においては，防波壁の設置及び

地盤改良を実施したことにより地下水の流れが遮断され地

下水位が上昇するおそれがあることを踏まえ，地下水位を一

定の範囲に保持する地下水位低下設備を設置し，同設備の効

果が及ぶ範囲においては，その機能を考慮した設計地下水位

を設定し水圧の影響を考慮する。地下水位低下設備の効果が

及ばない範囲においては，自然水位より保守的に設定した水

位又は地表面にて設計地下水位を設定し水圧の影響を考慮

する。  

(13) 耐震重要施設は，液状化，揺すり込み沈下等の周辺地盤

の変状の影響を考慮した場合においても，その安全機能が損

なわれるおそれがないように設計する。  

(14) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能につ

いては，以下のとおり設計する。  

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のい

ずれか大きい方の地震力に対して，炉心内の燃料被覆管の応

答が全体的におおむね弾性状態にとどまるように設計する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，放射性物質の閉じ

込めの機能に影響を及ぼさないように設計する。  

【説明資料（ 1.1： P4 条－ 67）（ 9： P4 条－ 88）】  

1.4.1.2 耐震重要度分類  

設計基準対象施設の耐震重要度を次のように分類する。 

(1) Ｓクラスの施設  

地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を

停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設，自ら
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放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係してお

りその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性の

ある施設，これらの施設の機能喪失により事故に至った場合

の影響を緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するため

に必要な機能を持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援

するために必要となる施設，並びに地震に伴って発生するお

それがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要

となる施設であって，その影響が大きいものであり，次の施

設を含む。  

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系  

・使用済燃料を貯蔵するための施設  

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加する

ための施設，及び原子炉の停止状態を維持するための施

設  

・原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去するための施設  

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊

熱を除去するための施設  

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁

となり放射性物質の放散を直接防ぐための施設  

・放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放

散を抑制するための施設であり，上記の「放射性物質の

放散を直接防ぐための施設」以外の施設  

・津波防護施設及び浸水防止設備  

・津波監視設備  

【説明資料（ 2.1(1)： P4 条－ 71）】  

(2) Ｂクラスの施設  

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響が

Ｓクラス施設と比べ小さい施設であり，次の施設を含む。  

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて，一

次冷却材を内蔵しているか又は内蔵し得る施設  

・放射性廃棄物を内蔵している施設（ただし，内蔵量が少

ない又は貯蔵方式により，その破損により公衆に与える

放射線の影響が「実用発電用原子炉の設置，運転等に関

する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）」第二条第

二項第六号に規定する「周辺監視区域」外における年間

の線量限度に比べ十分小さいものは除く。）  

・放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で，その

破損により，公衆及び従事者に過大な放射線被ばくを与

える可能性のある施設  
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・使用済燃料を冷却するための施設  

・放射性物質の放出を伴うような場合に，その外部放散を

抑制するための施設で，Ｓクラスに属さない施設  

【説明資料（ 2.1(2)： P4 条－ 71）】  

(3) Ｃクラスの施設  

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の

一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施

設である。  

上記に基づくクラス別施設を第 1.4.1－ 1 表に示す。  

なお，同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維

持されることを確認する地震動及び波及的影響を考慮すべ

き施設に適用する地震動についても併記する。  

【説明資料（ 2.1(3)： P4 条－ 71）】  

1.4.1.3 地震力の算定方法  

設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定は

以下の方法による。  

(1) 静的地震力  

静的地震力は，Ｓクラスの施設（津波防護施設，浸水防止

設備及び津波監視設備を除く。），Ｂクラス及びＣクラスの

施設に適用することとし，それぞれ耐震重要度分類に応じて

次の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定する。  

ただし，浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管につ

いては，Ｓクラスの施設に適用する静的地震力を適用する。 

ａ．建物・構築物  

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設

の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の

重量を乗じて算定するものとする。  

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ 0

を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を

考慮して求められる値とする。  

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断

力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は，

Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスともに 1.0 とし，その際に

用いる標準せん断力係数Ｃ 0 は 1.0 以上とする。  

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同

時に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力
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は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性，地

盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度

より算定するものとする。  

ただし，土木構造物の静的地震力は，安全上適切と認めら

れる規格及び基準を参考に，Ｃクラスに適用される静的地震

力を適用する。  

ｂ．機器・配管系  

静的地震力は，上記ａ．に示す地震層せん断力係数Ｃｉに

施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震

度として，当該水平震度及び上記ａ．の鉛直震度をそれぞれ

20％増しとした震度より求めるものとする。  

なお，Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震

力は同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。ただ

し，鉛直震度は高さ方向に一定とする。  

 

上記ａ．及びｂ．の標準せん断力係数Ｃ o 等の割増係数の適

用については，耐震性向上の観点から，一般産業施設，公共

施設等の耐震基準との関係を考慮して設定する。  

【説明資料（ 3.1(1)： P4 条－ 71）】  

(2) 動的地震力  

動的地震力は，Ｓクラスの施設，屋外重要土木構造物及び

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものに適用するこ

ととし，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄから定め

る入力地震動を入力として，動的解析により水平２方向及び

鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。なお，構造

特性から水平２方向及び鉛直方向の地震力の影響が考えられ

る施設及び設備については，水平２方向及び鉛直方向の地震

力の組合せに対して，許容限界の範囲内にとどまることを確

認する。  

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，

弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動の振幅を２分の

１にしたものによる地震力を適用する。  

屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津

波監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視

設備が設置された建物・構築物については，基準地震動Ｓｓ

による地震力を適用する。ただし，浸水防止設備のうち隔離

弁，ポンプ及び配管については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力を適用する。  
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添付書類六の「 5. 地震」に示す基準地震動Ｓｓは，「敷

地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定

せず策定する地震動」について，解放基盤表面における水平

方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定し，「敷地ご

とに震源を特定して策定する地震動」に基づき策定した基準

地震動Ｓｓ－Ｄの年超過確率は 10－ ４ ～ 10－ ６程度，基準地震

動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の年超過確率は 10－ ３ ～ 10－ ５程

度であり，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定

した基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の年超過確率は

10－ ４ ～ 10－ ６程度である。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動Ｓｓとの応答

スペクトルの比率が目安として 0.5 を下回らないよう基準地

震動Ｓｓに係数 0.5 を乗じて設定する。ここで，係数 0.5 は，

工学的判断として，発電用原子炉施設の安全機能限界と弾性

限界に対する入力荷重の比率が 0.5 程度であるという知見 ( 1 )

を踏まえた値とする。  

さらに，弾性設計用地震動Ｓｄの設定に当たっては，「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和 56 年 7 月

20 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改訂）」

における基準地震動Ｓ１も考慮することとするが，基準地震

動Ｓｓの係数倍で基準地震動Ｓ１の応答スペクトルを包絡す

ることは過大な地震動となり合理的な設計ができないこと

から，基準地震動Ｓ１の応答スペクトルをおおむね下回らな

いよう配慮した地震動も弾性設計用地震動Ｓｄとして設定

する。  

また，建物・構築物及び機器・配管系ともに 0.5 を採用す

ることで，弾性設計用地震動Ｓｄに対する設計に一貫性をと

る。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの年超過確率は 10－ ３

～ 10－ ５程度，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓ

ｄ－Ｎ１及びＳｄ－Ｎ２は 10－ ３ ～ 10－ ４程度，Ｓｄ－１は 10
－ ３～ 10－ ４ 程度である。  

弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルを第 1.4－ 1 図及

び第 1.4－ 2 図に，弾性設計用地震動Ｓｄの加速度時刻歴波

形を第 1.4－ 3 図～第 1.4－ 8 図に，弾性設計用地震動Ｓｄと

基準地震動Ｓ１の応答スペクトルの比較を第 1.4－ 9 図に，弾

性設計用地震動Ｓｄと解放基盤表面における地震動の一様

ハザードスペクトルの比較を第 1.4－ 10 図及び第 1.4－ 11 図

に示す。  

【説明資料（ 3.1(2)： P4 条－ 72）】  
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ａ．入力地震動  

解放基盤表面は，Ｓ波速度が 700m/s 以上となっている標高

－ 10m としている。  

建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基

盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓ

ｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮したう

えで，必要に応じ２次元ＦＥＭ解析又は１次元波動論により，

地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定

する。地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した

敷地全体の地下構造との関係にも留意し，地盤の非線形応答

に関する動的変形特性を考慮する。また，必要に応じ敷地に

おける観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏

まえ設定する。  

ｂ．地震応答解析  

(a) 動的解析法  

ⅰ  建物・構築物  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答

解析手法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，適切な解

析法を選定するとともに，建物・構築物に応じた適切な

解析条件を設定する。動的解析は，時刻歴応答解析法又

は線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。  

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物

の剛性はそれらの形状，構造特性等を十分考慮して評価

し，集中質点系等に置換した解析モデルを設定する。  

動的解析には，建物・構築物と地盤との相互作用を考

慮するものとし，解析モデルの地盤のばねは，基礎版の

平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。設計用地盤

定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。 

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネル

ギの地下逸散及び地震応答における各部のひずみレベ

ルを考慮して定める。  

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する

応答解析において，主要構造要素がある程度以上弾性範

囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する

建物部分の構造特性に応じて，その弾塑性挙動を適切に

模擬した復元力特性を考慮した応答解析を行う。  

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物の支持

機能を検討するための動的解析において，施設を支持す

る建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾性範囲
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を超える場合には，その弾塑性挙動を適切に模擬した復

元力特性を考慮した応答解析を行う。  

応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数

も含めて材料のばらつきによる変動幅を適切に考慮す

る。  

また，必要に応じて建物・構築物及び機器・配管系の

設計用地震力に及ぼす影響を検討する。  

建物・構築物の動的解析において，地震時における地

盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合には，有

効応力解析等を実施する。有効応力解析に用いる液状化

強度特性は，敷地の原地盤における代表性及び網羅性を

踏まえたうえで実施した液状化強度試験結果よりも保

守的な簡易設定法を用いて設定する。  

原子炉建物については，３次元ＦＥＭ解析等から，建

物・構築物の３次元応答性状及び機器・配管系への影響

を評価する。  

屋外重要土木構造物の動的解析は，構造物と地盤の相

互作用を考慮できる連成系の地震応答解析手法とし，地

盤及び構造物の地震時における非線形挙動の有無や程

度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析のいずれか

にて行う。  

なお，地震力については，水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせて算定する。  

【説明資料（ 5.1： P4 条－ 81）（ 5.3： P4 条－ 84）】  

ⅱ  機器・配管系  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応

答解析手法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，適切

な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮す

べき減衰定数，剛性等の各種物性値は，適切な規格及

び基準又は試験等の結果に基づき設定する。  

機器の解析に当たっては，形状，構造特性等を考慮

して，代表的な振動モードを適切に表現できるよう質

点系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応

答スペクトルを用いたスペクトルモーダル解析法又

は時刻歴応答解析法により応答を求める。  

配管系については，配管の形状や構造を考慮して，

代表的な振動モードを適切に表現できるモデルを作

成し，設計用床応答スペクトルを用いたスペクトルモ
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ーダル解析法又は時刻歴応答解析法により応答を求

める。  

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法

の選択に当たっては，衝突，すべり等の非線形現象を

模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の

挙動を模擬する観点で，建物・構築物の剛性，地盤物

性のばらつき等への配慮をしつつ時刻歴応答解析法

を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の振動特

性，構造特性等を考慮し適切に選定する。  

また，設備の３次元的な広がりを踏まえ，適切に応

答を評価できるモデルを用い，水平２方向及び鉛直方

向の応答成分について適切に組み合わせるものとす

る。  

なお，剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最

大応答加速度の 1.2 倍の加速度を震度として作用さ

せて地震力を算定する。  

【説明資料（ 5.2： P4 条－ 82）】  

(3) 設計用減衰定数  

応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規

格及び基準，既往の振動実験，地震観測の調査結果等を考慮

して適切な値を定める。  

なお，建物・構築物の応答解析に用いる鉄筋コンクリート

の減衰定数の設定については，既往の知見に加え，既設施設

の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。  

また，地盤と屋外重要土木構造物の連成系地震応答解析モ

デルの減衰定数については，地中構造物としての特徴及び同

モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。  

【説明資料（ 6： P4 条－ 85）】  

1.4.1.4 荷重の組合せと許容限界  

設計基準対象施設の耐震設計における荷重の組合せと

許容限界は以下による。  

(1) 耐震設計上考慮する状態  

地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。  

ａ．建物・構築物  

(a) 運転時の状態  

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下

におかれている状態  

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡

変化時を含むものとする。  
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(b) 設計基準事故時の状態  

発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態  

(c) 設計用自然条件  

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，

積雪等）  

ｂ．機器・配管系  

(a) 通常運転時の状態  

発電用原子炉の起動，停止，出力運転，高温待機，燃料

取替等が計画的又は頻繁に行われた場合であって運転条

件が所定の制限値以内にある運転状態  

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態  

通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若

しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作及びこれら

と類似の頻度で発生すると予想される外乱によって発生

する異常な状態であって，当該状態が継続した場合には炉

心又は原子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生ず

るおそれがあるものとして安全設計上想定すべき事象が

発生した状態  

(c) 設計基準事故時の状態  

発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状

態であって，当該状態が発生した場合には発電用原子炉施

設から多量の放射性物質が放出するおそれがあるものと

して安全設計上想定すべき事象が発生した状態  

(d) 設計用自然条件  

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，

積雪等）  

【説明資料（ 4.1(1)： P4 条－ 73）】  

(2) 荷重の種類  

ａ．建物・構築物  

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作

用している荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水

圧及び通常の気象条件による荷重  

(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重  

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(d) 地震力，風荷重，積雪荷重等  

ただし，運転時の状態及び設計基準事故時の状態での荷

重には機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，機器・配管系からの反力，スロ

ッシング等による荷重が含まれるものとする。  
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ｂ．機器・配管系  

(a) 通常運転時の状態で施設に作用する荷重  

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷

重  

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(d) 地震力，風荷重，積雪荷重等  

【説明資料（ 4.1(2)： P4 条－ 75）】  

(3) 荷重の組合せ  

地震力と他の荷重との組合せは次による。  

ａ．建物・構築物（ｃ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用してい

る荷重及び運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡変

化時）の状態で施設に作用する荷重と地震力とを組み合わ

せる。  

(b) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用してい

る荷重及び設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重

のうち長時間その作用が続く荷重と弾性設計用地震動Ｓ

ｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせる。  

(c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，常

時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する

荷重と動的地震力又は静的地震力とを組み合わせる。  

ｂ．機器・配管系（ｃ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの機器・配管系については，通常運転時の状

態で施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

(b) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な

過渡変化時の状態及び設計基準事故時の状態のうち地震

によって引き起こされるおそれのある事象によって施設

に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

(c) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な

過渡変化時の状態及び設計基準事故時の状態のうち地震

によって引き起こされるおそれのない事象であっても，い

ったん事故が発生した場合，長時間継続する事象による荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年

超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

(d) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系については，通

常運転時の状態で施設に作用する荷重及び運転時の異常

な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重と，動的地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。  
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(e) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能の

確認においては，通常運転時の状態で燃料被覆管に作用す

る荷重及び運転時の異常な過渡変化時の状態のうち地震

によって引き起こされるおそれのある事象によって燃料

被覆管に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

ｃ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれ

らが設置された建物・構築物  

(a) 津波防護施設並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津

波監視設備が設置された建物・構築物については，常時作

用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重

と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。  

(b) 浸水防止設備及び津波監視設備については，常時作用し

ている荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と基

準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。さらに，浸

水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，常

時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する

荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力のいずれか大きい方の地震力とを組み合わせる。  

なお，上記ｃ .(a)及び (b)については，地震と津波が同

時に作用する可能性について検討し，必要に応じて基準地

震動Ｓｓによる地震力と津波による荷重の組合せを考慮

する。また，津波以外による荷重については，「 (2) 荷重

の種類」に準じるものとする。  

ｄ．荷重の組合せ上の留意事項  

(a) Ｓクラスの施設に作用する地震力のうち動的地震力に

ついては，水平２方向と鉛直方向の地震力とを適切に組み

合わせ算定するものとする。  

(b) ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいこと

が判明している場合には，その他の荷重の組合せ状態での

評価は行わないことがある。  

(c) 複数の荷重が同時に作用する場合，それらの荷重によ

る応力の各ピークの生起時刻に明らかなずれがあること

が判明しているならば，必ずしもそれぞれの応力のピーク

値を重ねなくてもよいものとする。  

(d) 上位の耐震重要度分類の施設を支持する建物・構築物

の当該部分の支持機能を確認する場合においては，支持さ

れる施設の耐震重要度分類に応じた地震力と常時作用し

ている荷重，運転時の状態で施設に作用する荷重及びその

他必要な荷重とを組み合わせる。  
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なお，第 1.4.1－ 1 表に対象となる建物・構築物及びその

支持機能が維持されていることを検討すべき地震動等につ

いて記載する。  

(e) 地震と組み合わせる自然現象として，風及び積雪を考

慮し，風荷重及び積雪荷重については，施設の設置場所，

構造等を考慮して，地震荷重と組み合わせる。  

【説明資料（ 4.1(3)： P4 条－ 75）】  

(4) 許容限界  

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する

許容限界は次のとおりとし，安全上適切と認められる規格及

び基準，試験等で妥当性が確認されている許容応力等を用い

る。  

ａ．建物・構築物（ｃ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの建物・構築物  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力との組合せに対する許容限界  

「建築基準法」等の安全上適切と認められる規格

及び基準による許容応力度を許容限界とする。  

ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組

合せ（原子炉格納容器バウンダリにおける長期的荷

重との組合せを除く。）に対しては，下記ⅱに示す

許容限界を適用する。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する

許容限界  

構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）

について十分な余裕を有し，建物・構築物の終局耐

力に対し妥当な安全余裕を持たせることとする（評

価項目はせん断ひずみ，応力等）。  

なお，終局耐力は，建物・構築物に対する荷重又

は応力を漸次増大していくとき，その変形又はひず

みが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既

往の実験式等に基づき適切に定めるものとする。  

(b) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物（ (e)及び (f)に記

載のものを除く。）  

 上記 (a)ⅰによる許容応力度を許容限界とする。  

(c) 耐震重要度分類の異なる施設を支持する建物・構築物

（ (e)及び (f)に記載のものを除く。）  
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上記 (a)ⅱを適用するほか，耐震重要度分類の異なる施

設を支持する建物・構築物が，変形等に対して，その支

持機能を損なわないものとする。  

なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が

損なわれないことを確認する際の地震動は，支持される

施設に適用される地震動とする。  

(d) 建物・構築物の保有水平耐力（ (e)及び (f)に記載のも

のを除く。）  

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水

平耐力が必要保有水平耐力に対して耐震重要度分類に応

じた安全余裕を有していることを確認する。  

(e) 屋外重要土木構造物  

ⅰ  静的地震力との組合せに対する許容限界  

安全上適切と認められる規格及び基準による許容

値を許容限界とする。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する

許容限界  

構造部材の曲げについては限界層間変形角，圧縮

縁コンクリート限界ひずみ，曲げ耐力又は許容応力

度等，面外せん断についてはせん断耐力又は許容応

力度，面内せん断については限界せん断ひずみを許

容限界とする。なお，限界層間変形角，圧縮縁コン

クリート限界ひずみ，曲げ耐力，限界せん断ひずみ

及びせん断耐力に対し妥当な安全余裕を持たせるこ

ととし，それぞれの安全余裕については，各施設の

機能要求等を踏まえ設定する。  

 (f) その他の土木構造物  

安全上適切と認められる規格及び基準による許容値を

許容限界とする。  

ｂ．機器・配管系（ｃ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの機器・配管系  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまることと

する（評価項目は応力等）。  

ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合

せ（原子炉格納容器バウンダリを構成する設備，非常

用炉心冷却設備等における長期的荷重との組合せを除

く。）に対しては，下記ⅱに示す許容限界を適用する。  
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ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許

容限界  

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さ

なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有

し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさないよ

うに応力，荷重等を制限する値を許容限界とする。  

また，地震時又は地震後に動的機能が要求される機

器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，

実証試験等により確認されている機能確認済加速度等

を許容限界とする。  

(b) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまることとす

る（評価項目は応力等）。  

(c) チャンネル・ボックス  

地震時に作用する荷重に対して，燃料集合体の冷却材流

路を維持できること及び過大な変形や破損を生ずること

により制御棒の挿入が阻害されることがないことを確認

する。  

(d) 燃料被覆管  

炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能に

ついての許容限界は，以下のとおりとする。  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること

とする。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許

容限界  

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さ

なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有

し，放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさない

こととする。  

ｃ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれ

らが設置された建物・構築物  

津波防護施設並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波

監視設備が設置された建物・構築物については，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対して，当該施設及び建物・構築物が構

造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十

分な余裕を有するとともに，その施設に要求される機能（津
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波防護機能，浸水防止機能及び津波監視機能）が保持できる

ことを確認する（評価項目はせん断ひずみ，応力等）。  

浸水防止設備及び津波監視設備については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して，その設備に要求される機能（浸水

防止機能及び津波監視機能）が保持できることを確認する。 

さらに，浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管につい

ては，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態にと

どまる範囲で耐えられることを確認する。  

ｄ．基礎地盤の支持性能  

(a) Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管系

（ (b) に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。）の基礎地盤  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

との組合せに対する許容限界  

接地圧に対して，安全上適切と認められる規格，基

準等による地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許

容限界  

接地圧が，安全上適切と認められる規格，基準等に

よる地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有する

ことを確認する。  

(b) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は

津波監視設備が設置された建物・構築物の基礎地盤  

ⅰ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許

容限界  

接地圧が，安全上適切と認められる規格，基準等に

よる地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有する

ことを確認する。  

(c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，Ｂクラス及び

Ｃクラスの機器・配管系並びにその他の土木構造物の基

礎地盤  

上記 (a)ⅰによる許容支持力度を許容限界とする。  

【説明資料（ 4.1(4)： P4 条－ 78）】  

1.4.1.5 設計における留意事項  

耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属す

る施設（以下「下位クラス施設」という。）の波及的影響

によって，その安全機能を損なわないように設計する。  
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波及的影響については，耐震重要施設の設計に用いる地

震動又は地震力を適用して評価を行う。なお，地震動又は

地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間等

を踏まえて適切に設定する。また，波及的影響においては

水平２方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に

影響を及ぼす可能性のある施設及び設備を選定し評価する。 

波及的影響評価に当たっては，以下 (1)～ (4)をもとに，

敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，耐震重要施設の安

全機能への影響がないことを確認する。確認に当たっては，

施設の配置，構成等の特徴を考慮することとし，大型の下

位クラス施設と耐震重要施設が物理的に分離されず設置さ

れる等，耐震重要施設の安全機能への影響の確認において

配慮を要する場合は，その特徴に留意して調査・検討を行

う。  

なお，原子力発電所の地震被害情報をもとに，以下 (1)

～ (4)以外に検討すべき事項がないか確認し，新たな検討事

項が抽出された場合には，その観点を追加する。  

(1) 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する不等沈下又

は相対変位による影響  

ａ．不等沈下  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不

等沈下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを

確認する。  

ｂ．相対変位  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下

位クラス施設と耐震重要施設の相対変位により，耐震重要施

設の安全機能へ影響がないことを確認する。  

(2) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影

響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して耐

震重要施設に接続する下位クラス施設の損傷により，耐震重

要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。  

(3) 建物内における下位クラス施設の損傷，転倒，落下等によ

る耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して建

物内の下位クラス施設の損傷，転倒，落下等により，耐震重

要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。  

(4) 屋外における下位クラス施設の損傷，転倒，落下等による

耐震重要施設への影響  
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ａ．耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，施

設の周辺地盤の液状化による影響を考慮したうえで，屋外の下

位クラス施設の損傷，転倒，落下等により，耐震重要施設の安

全機能へ影響がないことを確認する。  

ｂ．耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐

震重要施設の周辺斜面が崩壊しないことを確認する。  

なお，上記 (1)～ (4)の検討に当たっては，溢水及び火災の

観点からも波及的影響がないことを確認する。（火災につい

ては「第８条  火災による損傷の防止」に，溢水については

「第９条  溢水による損傷の防止等」に記載）  

上記の観点で検討した波及的影響を考慮する施設を，第

1.4.1－ 1 表中に「波及的影響を考慮すべき施設」として記載

する。  

【説明資料（ 7： P4 条－ 85）】  

1.4.1.6 構造計画と配置計画  

設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，

地震の影響が低減されるように考慮する。  

建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・

構築物は，地震力に対し十分な支持性能を有する地盤に支

持させる。剛構造としない建物・構築物は，剛構造と同等

又はそれを上回る耐震安全性を確保する。  

機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地

震力に対して構造強度を有する設計とする。配置に自由度

のあるものは，耐震上の観点からできる限り重心位置を低

くし，かつ，安定性のよい据付け状態になるよう配置する。  

また，建物・構築物の建物間相対変位を考慮しても，建

物・構築物及び機器・配管系の耐震安全性を確保する設計

とする。  

下位クラス施設は原則，耐震重要施設に対して離隔をと

り配置する若しくは，基準地震動Ｓｓに対し構造強度を保

つようにし，耐震重要施設の安全機能を損なわない設計と

する。  

【説明資料（ 9： P4 条－ 88）】  

1.4.3 主要施設の耐震構造  

1.4.3.1 原子炉建物  

原子炉建物は，中央部に地上４階，地下１階で平面が約

52m×約 52m の原子炉棟があり，その周囲に地上２階（一

部３階），地下２階の原子炉建物付属棟（以下「付属棟」

という。）を配置した鉄筋コンクリート造の建物である。
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原子炉棟と付属棟は，一体構造で同一基礎版上に設置され，

本建物の平面は約 89m×約 70m の矩形をなしている。最下

階床面からの高さは約 62m で，地上高さは約 49m である。 

建物中央部には，鋼製格納容器を囲む厚さ約２ m の鉄筋

コンクリート造の生体遮蔽壁があり，その外側に原子炉棟

と付属棟を区切る壁及び付属棟の外壁がある。  

これらは，原子炉建物の主要な耐震壁を構成し，それぞ

れ壁の間を強固な床版で一体に連結しているので，極めて

剛な構造となっている。  

なお，この原子炉建物に収納するＳクラスの機器・配管

系は，できる限り剛強な生体遮蔽壁又は床に直接支持させ，

地震時反力を直接建物に伝えるように設計する。  

1.4.3.2 タービン建物  

タービン建物は，地上３階（一部４階），地下１階建で

平面が約 138m（東西方向）×約 51m（南北方向）の鉄筋コ

ンクリート造の建物である。  

原子炉は，直接サイクルであり，タービンが原子炉冷却

系に接続しているので，タービン建物はＢクラスではある

が，直接又はコンクリートを介して基礎岩盤で支持させる。 

建物の内部は，多くの遮蔽壁をもち，相当に剛性が高く，

十分な耐震性を有する構造となっている。  

1.4.3.3 廃棄物処理建物  

廃棄物処理建物は，地上５階，地下２階建で平面が約

57m（東西方向）×約 55m（南北方向）の鉄筋コンクリー

ト造の建物である。  

廃棄物処理建物は，Ｂクラスではあるが直接基礎岩盤で

支持させる。  

建物の内部は，放射性廃棄物処理施設を収納するので，

多くの遮蔽壁をもち，剛性が高く十分な耐震性を有する構

造となっている。  

1.4.3.4 制御室建物  

制御室建物は，４階建で平面が約 37m（東西方向）×約

22m（南北方向）の鉄筋コンクリート造の建物である。  

1.4.3.5 防波壁及び防波壁通路防波扉  

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，逆Ｔ擁壁及び波返重力擁

壁（岩盤支持部，改良地盤部）の３種類の構造形式に分

類され，敷地の前面に設置する。また，敷地の前面に設

置された防波壁には防波壁通路防波扉を４箇所設置する。 
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多重鋼管杭式擁壁は，延長約 430m，直径約 1.6m の鋼

管杭を鉄筋コンクリートで巻き立てた天端高さ  EL.＋
15m の鉄筋コンクリートで構成されており，直径約 1.6m

～ 2.2m の多重鋼管杭を介して岩着している。隣り合う鋼

管杭間はセメントミルク等で充填し，また防波壁背後に

止水性を有する地盤改良を実施する。  

逆Ｔ擁壁は，延長約 320m，天端高さ EL.＋ 15m の鉄筋

コンクリートで構成されており，改良地盤を介して岩着

している。  

波返重力擁壁（岩盤部，改良地盤部）は，岩盤部の延

長約 720m，改良地盤部の延長約 40m，天端高さ  EL.＋ 15m

の鉄筋コンクリートで構成されており，ケーソン及びＭ

ＭＲ（マンメイドロック）を介して岩着，または堅硬な

地山に直接設置している。一部砂礫層が介在する箇所に

対して地盤改良を実施する。  

防波壁通路防波扉は，左右スライド式の鋼製扉であり，

鋼管杭又は改良地盤を介して岩着している。  

1.4.3.6 原子炉格納容器  

原子炉格納容器は，上下部半球胴部円筒形ドライウェル

と円環形サプレッション・チェンバで構成され，容器の主

要寸法はそれぞれドライウェル円筒部直径約 23m，サプレ

ッション・チェンバの円環部断面直径約 9.4m，円環部中

心線直径約 38m，全体の高さは約 37m である。  

ドライウェル下部及びサプレッション・チェンバ支持脚

は建物基礎版上に設置する。  

ドライウェル上部と生体遮蔽壁との間にシヤラグを設

け，原子炉圧力容器から原子炉格納容器に伝えられる水

平力及び原子炉格納容器にかかる水平力の一部を周囲の

生体遮蔽壁を介して建物に伝える構造となっている。  

1.4.3.7 原子炉圧力容器  

原子炉圧力容器は内径約 5.6m，高さ約 21m，重量は原

子炉圧力容器内部構造物，内部冷却材及び燃料集合体を

含めて約 1,300t である。  

原子炉圧力容器は底部の鋼製スカートで支持し，スカー

トは鋼製円筒形基礎にアンカ・ボルトで接続されている。

原子炉圧力容器の上部は，ガンマ線遮蔽壁頂部でスタビラ

イザによって水平方向に支持し，ガンマ線遮蔽壁の頂部は

鋼製フレーム（スタビライザ）によって原子炉格納容器と

結合する。内側のスタビライザはばねにプリコンプレッシ
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ョンを与えており，地震力に対しこのばねを介して原子炉

圧力容器の上部を横方向に支持する。なお，スタビライザ

は原子炉圧力容器の熱膨張によってこのプリコンプレッ

ションが弛緩しない構造となっている。  

したがって，原子炉圧力容器はスカートで下端固定，ス

タビライザで上部ピン支持となっている。  

1.4.3.8 原子炉圧力容器内部構造物  

炉心に作用する水平力は，ステンレス鋼製の炉心シュ

ラウドで支持する。炉心シュラウドは円筒形をした構造で

シュラウド支持脚を介して原子炉圧力容器の下部に溶接

する。  

燃料集合体に作用する水平力は上部格子板及び炉心支

持板を通して炉心シュラウドに伝える。燃料集合体はジル

カロイ製の細長いチャンネル・ボックスに納める。燃料棒

は燃料集合体頂部及び底部のタイ・プレートで押さえられ，

中間部もスペーサによって押さえられるので過度の変形

を生ずることはない。  

気水分離器はシュラウド・ヘッドに取付けられたスタン

ド・パイプに溶接する。  

蒸気乾燥器は原子炉圧力容器に付けたブラケットで支

持する。  

20 個のジェット・ポンプは炉心シュラウドの外周に配

置する。ジェット・ポンプ・ライザ管は原子炉圧力容器を

貫通して立ち上がり，上部において原子炉圧力容器にライ

ザ・ブレースで支持される。ジェット・ポンプ上部のノズ

ル・アセンブリはボルトでライザに結合する。ジェット・

ポンプのディフューザ下部はバッフル板に溶接する。ディ

フューザ上部とスロートはスリップ・ジョイント結合にし

て，縦方向に滑ることができるようにする。したがって，

ジェット・ポンプの支持機構は，熱膨張は許すが，振動を

防止できる構造となっている。  

制御棒駆動機構ハウジングは，上部は原子炉圧力容器底

部のスタブ・チューブに溶接し，下部はハウジング・サポ

ートで支持するので地震力に対しても十分な強度をもつ。 

1.4.3.9 再循環系  

再循環ループは２ループあって，原子炉圧力容器から内

径約 0.44m のステンレス鋼管で下方に伸び，その下部に再

循環ポンプを設け，再び立上げてヘッダに入れ，そこから

５本の内径約 0.23m のステンレス鋼管に分け，原子炉圧力
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容器に接続する。この系の支持方法は，熱膨張による動き

を拘束せず，できる限り剛な系になるように，適切なスプ

リング・ハンガ，スナッバ等を採用する。再循環ポンプは

ケーシングに取付けたコンスタント・ハンガで支持する。 

1.4.3.10 その他  

その他の機器・配管系については，運転荷重，地震荷重，

熱膨張による荷重を考慮して，必要に応じてリジット・ハ

ンガ，スナッバ，粘性ダンパ，その他の支持装置を使用し

て耐震性に対しても熱的にも十分な設計を行う。  

 

1.4.4 地震検知による耐震安全性の確保  

1.4.4.1 地震感知器  

安全保護系の１つとして地震感知器を設け，ある程度以

上の地震が起こった場合に原子炉を自動的に停止させる。

スクラム設定値は弾性設計用地震動Ｓｄの加速度レベル

に余裕を持たせた値とする。安全保護系は，フェイル・セ

イフ設備とするが，地震以外のショックによって原子炉を

スクラムさせないよう配慮する。  

地震感知器は，基盤の地震動をできるだけ直接的に検出

するため建物基礎版の位置，また主要な機器が配置されて

いる代表的な床面に設置する。なお，設置に当たっては，

試験及び保守が可能な原子炉建物の適切な場所に設置す

る。  

1.4.4.2 地震観測等による耐震性の確認  

発電用原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対して

は，地震観測網を適切に設置し，地震観測等により振動性

状の把握を行い，それらの測定結果に基づく解析等により

施設の機能に支障のないことを確認していくものとする。  

地震観測を継続して実施するために，地震観測網の適切

な維持管理を行う。  

 

1.4.5 参考文献  

(1) 「静的地震力の見直し（建築編）に関する調査報告書（概

要）」（社）日本電気協会  電気技術基準調査委員会  原子

力発電耐震設計特別調査委員会  建築部会  平成６年３月  
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気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
非

常
用

電
源

の
燃

料
油

系
を

支
持

す

る
構

造
物
（

注
８

）
 

・
取

水
槽

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

天
井

 

ク
レ

ー
ン

 

・
燃

料
取

替
機

 

・
制

御
棒

貯
蔵

ハ
ン

ガ
 

・
チ

ャ
ン

ネ
ル

着
脱

装

置
 

・
耐
火
障
壁
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
チ

ャ
ン

ネ
ル

取
扱

ブ

ー
ム

 

・
原
子
炉
浄
化
系
補
助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ

ィ
ル

タ
 

・
取
水
槽
ガ
ン
ト
リ
ク

レ
ー
ン
 

・
除

じ
ん

機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
竜
巻
防
護
対
策
設
備

（
注
９
）
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

4条-39
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 

備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(ⅲ
)
原

子
炉

の
緊

急
停

止
の

た
め

に
急

激
に

負
の

反
応

度
を

付
加

す
る

た
め

の
施

設
，
及
び
原
子
炉

の
停

止
状

態
を

維
持

す
る

た
め

の
施
設
 

・
制

御
棒

，
制

御
棒

 

駆
動

機
構

及
び

制
 

御
棒

駆
動

水
圧

系
 

（
ス

ク
ラ

ム
機

能
 

に
関

す
る

部
分

）
 

・
ほ

う
酸

水
注

入
系

 

Ｓ
 

    Ｓ
 

・
炉

心
支

持
構

造
物

 

・
非

常
用

電
源

及
び

 

計
装

設
備

（
非

常
 

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
 

電
機

及
び

そ
の

冷
 

却
系

・
補

助
設

備
 

を
含

む
。

）
 

・
チ

ャ
ン

ネ
ル

・
ボ

 

ッ
ク

ス
 

Ｓ
 

Ｓ
 

     Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
非

常
用

電
源

の
燃

料
油

系
を

支
持

す

る
構

造
物
（

注
８

）
 

・
取

水
槽

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

・
耐
火
障
壁
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
原
子
炉
浄
化
系
補
助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ

ィ
ル

タ
 

・
取
水
槽
ガ
ン
ト
リ
ク

レ
ー
ン
 

・
除

じ
ん

機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
竜
巻
防
護
対
策
設
備

（
注
９
）
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

  
 

4条-40
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）

 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(ⅳ
)
原

子
炉

停
止

後
，
炉
心
か
ら
崩

壊
熱

を
除

去
す

る
た
め
の
施
設
 

・
原

子
炉

隔
離

時
冷

 

却
系

 

・
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

 

イ
系

 

・
残

留
熱

除
去

系
 

（
原

子
炉

停
止

時
 

冷
却

モ
ー

ド
運

転
 

に
必

要
な

設
備

）
 

・
冷

却
水

源
と

し
て

 

の
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
 

ン
・

チ
ェ

ン
バ

 

Ｓ
  

Ｓ
  

Ｓ
    

Ｓ
 

 

・
当

該
設

備
の

冷
却

 

系
（

原
子

炉
補

機
 

冷
却

系
，

高
圧

炉
 

心
ス

プ
レ

イ
系

補
 

機
冷

却
系

）
 

・
炉

心
支

持
構

造
物

 

・
非

常
用

電
源

及
び

 

計
装

設
備

（
非

常
 

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
 

電
機

及
び

そ
の

冷
 

却
系

・
補

助
設

備
 

を
含

む
。

）
 

・
当

該
施

設
の

機
能

維
持

に
必

要
な

換

気
空

調
設

備
 

Ｓ
     

Ｓ
 

Ｓ
      

Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

 

・
非

常
用

電
源

の
燃

料
油

系
を

支
持

す

る
構

造
物
（

注
８

） 

・
取

水
槽

 
 

 
 

 

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

 

・
耐
火
障
壁
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
原

子
炉

浄
化

系
補

助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ

ィ
ル

タ
 

・
取

水
槽

ガ
ン

ト
リ

ク

レ
ー
ン
 

・
除

じ
ん

機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
竜

巻
防

護
対

策
設

備

（
注
９
）
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 
 

4条-41
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 

備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(ⅴ
)
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

破
損

事
故

後
，
炉
心
か
ら
崩

壊
熱

を
除

去
す

る
た
め
の
施
設
 

・
非

常
用

炉
心

冷
却

 

系
 

1
)
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

 

イ
系

 

2
)
低

圧
炉

心
ス

プ
レ

 

イ
系

 

3
)
残

留
熱

除
去

系
 

（
低

圧
注

水
モ

ー
 

ド
運

転
に

必
要

な
 

設
備

）
 

4
)
自

動
減

圧
系

 

・
冷

却
水

源
と

し
て

 

の
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
 

ン
・

チ
ェ

ン
バ

 

Ｓ
           

Ｓ
 

・
当

該
設

備
の

冷
却

 

系
（

原
子

炉
補

機
 

冷
却

系
，

高
圧

炉
 

心
ス

プ
レ

イ
系

補
 

機
冷

却
系

）
 

・
非

常
用

電
源

及
び

 

計
装

設
備

（
非

常
 

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
 

電
機

及
び

そ
の

冷
 

却
系

・
補

助
設

備
 

を
含

む
。

）
 

・
中

央
制

御
室

遮
蔽

 

及
び

中
央

制
御

室
 

換
気

系
 

・
当

該
施

設
の

機
能

 

維
持

に
必

要
な

換
 

気
空

調
設

備
 

Ｓ
 

    Ｓ
 

     Ｓ
 

  Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
非

常
用

電
源

の
燃

 

料
油

系
を

支
持

す
 

る
構

造
物

（
注

８
）
 

・
取

水
槽

 

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ

 

 

 

・
耐
火
障
壁
 

・
中
央
制
御
室
天
井
照

明
 

・
原
子
炉
浄
化
系
補
助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ

ィ
ル

タ
 

・
取
水
槽
ガ
ン
ト
リ
ク

レ
ー
ン
 

・
除

じ
ん

機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
竜
巻
防
護
対
策
設
備

（
注
９
）
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 Ｓ
ｓ
 

 

 
 

4条-42
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）

 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）
 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）
 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(ⅵ
)
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

破
損

事
故

の
際
に
，
圧
力
障

壁
と

な
り

放
射

性
物

質
の

放
散

を
直

接
防

ぐ
た

め
の
施
設
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

 

・
原

子
炉

格
納

容
器

 

バ
ウ

ン
ダ

リ
に

属
 

す
る

配
管

・
弁

 

Ｓ
 

Ｓ
 

・
隔
離
弁
を
閉
と
す
 

る
に
必
要
な
電
気
 

計
装
設
備
 

Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

 

Ｓ
 

 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

・
原
子
炉
ウ
ェ
ル
シ
 

ー
ル
ド
プ
ラ
グ
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ

 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

4条-43
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）

 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(ⅶ
)
放

射
性

物
質

の
放

出
を

伴
う

よ
う

な
事

故
の

際
に
，
そ
の
外
部

放
散

を
抑

制
す

る
た

め
の

施
設

で
あ
り
，
Ｓ
ク
ラ

ス
(
ⅵ

)
以

外
の

施
設
 

・
残

留
熱

除
去

系
 

（
格

納
容

器
冷

却
 

モ
ー

ド
及

び
サ

プ
 

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
 

ー
ル

水
冷

却
モ

ー
 

ド
運

転
に

必
要

な
 

設
備

）
 

・
可

燃
性

ガ
ス

濃
度

 

制
御

系
 

・
原

子
炉

棟
 

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

 

系
（

排
気

管
含

む
）
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

 

圧
力

抑
制

装
置

 

（
ベ

ン
ト

管
）

 

・
冷

却
水

源
と

し
て

 

の
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
 

ン
・

チ
ェ

ン
バ

 

Ｓ
       

Ｓ
  

Ｓ
 

Ｓ
  

Ｓ
   

Ｓ
 

 

・
当
該
設
備
の
冷
却
 

系
（
原
子
炉
補
機
 

冷
却
系
）
 

・
非
常
用
電
源
及
び
 

計
装
設
備
（
非
常
 

用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
 

電
機
及
び
そ
の
冷
 

却
系
・
補
助
設
備
 

を
含
む
。
）
 

・
当

該
施

設
の

機
能

維
持

に
必

要
な

換

気
空

調
設

備
 

Ｓ
   

Ｓ
      

Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

 

Ｓ
  

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
排

気
筒

 

・
非

常
用

電
源

の
燃

 

料
油

系
を

支
持

す
 

る
構

造
物
（

注
８

）
 

・
取

水
槽

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

・
耐
火
障
壁
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
原

子
炉

浄
化

系
補

助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ

ィ
ル

タ
 

・
格

納
容

器
空

気
置

換

排
風
機
 

・
取

水
槽

ガ
ン

ト
リ

ク

レ
ー
ン
 

・
主
排
気
ダ
ク
ト
 

・
除

じ
ん

機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
排
気
筒
モ
ニ
タ
室
 

・
竜

巻
防

護
対

策
設

備

（
注
９
）
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

    

4条-44
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ

ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）
 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(
ⅷ

)
津

波
防

護
機

能
を

有
す

る
設

備
及

び
浸

水
防

止
機

能
を

有
す

る
設
備
 

・
防

波
壁

 

・
防

波
壁

通
路

防
波

扉
 

・
屋

外
排

水
路

逆
止

弁
 

・
防

水
壁

 

・
水

密
扉

 

・
床

ド
レ

ン
逆

止
弁

 

・
貫

通
部

止
水

処
置

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

系

（
浸

水
防

止
機

能

を
有

す
る

部
分

）
 

・
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ

補
機

海
水

系
（

浸
水

防
止

機
能

を
有

す

る
部

分
）

 

・
循

環
水

系
（

浸
水

防

止
機

能
を

有
す

る

部
分

）
 

・
タ

ー
ビ

ン
補

機
海

水

系
（

浸
水

防
止

機
能

を
有

す
る

部
分

）
 

・
除

じ
ん

系
（

浸
水

防

止
機

能
を

有
す

る

部
分

）
 

・
液

体
廃

棄
物

処
理

系

（
浸

水
防

止
機

能

を
有

す
る

部
分

）
 

・
１

号
炉

取
水

槽
流

路

縮
小

工
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
  

Ｓ
   

Ｓ
    

Ｓ
   

Ｓ
   

Ｓ
   

Ｓ
   

Ｓ
  

・
隔

離
弁

を
閉

と
す

る
に

必
要

な
電

気

計
装
設
備
 

Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

等
の

支
持

構
造

物
 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
取

水
槽

 

・
屋

外
配

管
ダ

ク
ト

(
タ

ー
ビ

ン
建

物

～
放

水
槽

) 

・
１

号
炉

取
水

槽
北

側
壁

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

 Ｓ
ｓ
 

  

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
タ

ー
ビ

ン
補

機
冷

却

系
熱
交
換
器
 

・
取

水
槽

ガ
ン

ト
リ

ク

レ
ー
ン
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
サ

イ
ト

バ
ン

カ
建

物
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
竜

巻
防

護
対

策
設

備

（
注
９
）
 

・
取

水
槽

海
水

ポ
ン

プ

エ
リ
ア
防
水
壁
 

・
１

号
炉

取
水

槽
ピ

ッ

ト
部
 

・
そ

の
他
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 

備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

波
及
的
影
響
を
考
慮
す
べ
き
施
設
 

（
注
５
）
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

（
注
７
）
 

(
ⅸ

)
敷

地
に

お
け

る
津

波
監

視
機

能
を

有
す

る
施

設
 

・
津

波
監

視
カ

メ
ラ

 

・
取

水
槽

水
位

計
 

Ｓ
 

Ｓ
 

・
非

常
用

電
源

及
び

 

計
装

設
備

（
非

常
 

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
 

電
機

及
び

そ
の

冷
 

却
系

・
補

助
設

備
 

を
含

む
。

）
 

Ｓ
 

・
機

器
・

配
管

，
電

 

気
計

装
設

備
等

の
 

支
持

構
造

物
 

 

Ｓ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
排

気
筒

 

・
非

常
用

電
源

の
燃

 

料
油

系
を

支
持

す
 

る
構

造
物
（

注
８

）
 

・
取

水
槽

 

・
防

波
壁

 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

・
耐
火
障
壁
 

・
中

央
制

御
室

天
井

照

明
 

・
原

子
炉

浄
化

系
補

助

熱
交
換
器
 

・
グ

ラ
ン

ド
蒸

気
排

ガ

ス
フ
ィ
ル
タ
 

・
取

水
槽

ガ
ン

ト
リ

ク

レ
ー
ン
 

・
主
排
気
ダ
ク
ト
 

・
除
じ
ん
機
 

・
１

号
炉

排
気

筒
 

・
１

号
炉

原
子

炉
建

物
 

・
１

号
炉

タ
ー

ビ
ン

建

物
 

・
１

号
炉

廃
棄

物
処

理

建
物

 

・
排
気
筒
モ
ニ
タ
室
 

・
竜

巻
防

護
対

策
設

備

（
注

９
）

 

・
取

水
槽

海
水

ポ
ン

プ

エ
リ
ア
防
水
壁
 

・
そ

の
他

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
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（
つ
づ
き
）

 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｂ
ク
ラ
ス
 

(ⅰ
)
原

子
炉
冷

却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直

接
接

続
さ

れ
て

い

て
，
一
次
冷
却
材
を

内
蔵
し
て
い
る
か
又

は
内
蔵
し
得
る
施
設
 

・
主
蒸
気
系
（
原
子
炉

格
納

容
器

外
側

主

蒸
気

隔
離

弁
か

ら

主
蒸

気
止

め
弁

ま

で
）
 

・
逃
が
し
安
全
弁
排
気

管
 

Ｂ
 

（
注

1
0）

 

 

  Ｂ
 

（
注

1
1）

 

 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
 

支
持
構
造
物
 

 

Ｂ
 

（
注

1
0）

 

  

・
原

子
炉

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

（
原

子
炉

格
納

容
 

器
外

側
主

蒸
気

隔
 

離
弁

か
ら

主
蒸

気
 

止
め

弁
ま

で
の

配
 

管
・

弁
を

支
持

す
 

る
部

分
）

 

Ｓ
ｄ

 

Ｓ
ｄ

 

 

・
主
蒸
気
系
及
び
給
水

系
 

・
原
子
炉
浄
化
系
 

Ｂ
 

 Ｂ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
 

 
支
持
構
造
物
 

Ｂ
 

 

・
原

子
炉

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

(
ⅱ

)
放
射
性
廃
棄
物
を

内
蔵
し
て
い
る
施
設
 

（
た

だ
し

，
内

蔵
量

が
少

な
い

又
は

貯
蔵

方
式

に
よ

り
，

そ
の

破
損

に
よ

り
公

衆
に

与
え

る
放

射
線

の
影

響
が

実
用

発
電

用
原

子
炉

の
設

置
，

運
転

等
に

関
す

る
規

則

（
昭
和

53
年
通
商
産

業
省
令
第

77
号
）
第

２
条

第
２

項
第

６
号

に
規

定
す

る
「

周
辺

監
視

区
域

」
外

に
お

け
る

年
間

の
線

量
限

度
に

比
べ

十
分

小
さ

い
も
の
は
除
く
。
）
 

・
放

射
性

廃
棄

物
廃

棄

施
設

 

た
だ

し
，

Ｃ
ク

ラ
ス

に
属

す
る

も
の

は

除
く

 

Ｂ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
 

支
持
構
造
物
 

Ｂ
 

・
原

子
炉

建
物

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
サ

イ
ト

バ
ン

カ
建

物
 

・
当

該
設

備
を

支
持

す
る

構
造

物
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

 

Ｓ
Ｂ
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（
つ

づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｂ
ク
ラ
ス
 

(
ⅲ

)
放

射
性

廃
棄

物

以
外

の
放

射
性

物

質
に

関
連

し
た

施

設
で
，
そ
の
破
損
に

よ
り
，
公
衆
及
び
従

事
者

に
過

大
な

放

射
線

被
ば

く
を

与

え
る

可
能

性
の

あ

る
施
設
 

・
制

御
棒

駆
動

水
圧

系

（
放

射
性

流
体

を
内

蔵
す

る
部

分
，

た
だ

し
，

ス
ク

ラ
ム

機
能

に
関

す
る

も
の

を
除

く
）
 

・
蒸

気
タ

ー
ビ

ン
，

復

水
器

，
給

水
加

熱
器

及
び
そ
の
主
要
配
管
 

・
復
水
系
 

・
復
水
輸
送
系
 

・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

・
補

助
復

水
貯

蔵
タ

ン

ク
 

・
放

射
線

低
減

効
果

の

大
き
い
遮
蔽
 

・
原

子
炉

建
物

天
井

ク

レ
ー
ン
 

・
燃
料
取
替
機
 

・
制
御
棒
貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

Ｂ
 

     Ｂ
 

  Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
 

 Ｂ
 

 Ｂ
 

 Ｂ
 

Ｂ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
 

支
持
構
造
物
 

 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
物
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
物
 

・
廃
棄
物
処
理
建
物
 

・
当
該
設
備
を
支
持

す
る
構
造
物
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
  

Ｓ
Ｂ
 

 

(
ⅳ

)
使

用
済

燃
料

を

冷
却

す
る

た
め

の

施
設
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
 

系
 

・
電
気
計
装
設
備
 

 

Ｂ
  

Ｂ
  

・
機
器
・
配
管
，
電

 

気
計
装
設
備
等
の
 

支
持
構
造
物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
物
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
物
 

・
制
御
室
建
物
 

・
廃
棄
物
処
理
建
物
 

・
取

水
槽

 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｂ
ク
ラ
ス
 

(
ⅴ

)
放

射
性

物
質

の

放
出

を
伴

う
よ

う

な
場
合
に
，
そ
の
外

部
放

散
を

抑
制

す

る
た
め
の
施
設
で
，

Ｓ
ク

ラ
ス

に
属

さ

な
い
施
設
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
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（
つ
づ
き
）
 

耐
震

重
要
度
 

分
 

 
類
 

ク
ラ
ス
別
施
設
 

主
 
要
 
設
 
備
 

（
注
１
）

 

補
 
助
 
設
 
備
 

（
注
２
）
 

直
接

支
持

構
造

物
 

（
注
３
）

 

間
接

支
持

構
造

物
 

（
注
４
）

 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

耐
震
 

ク
ラ
ス
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
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（注１）  主要設備とは，当該機能に直接的に関連する設備をいう。 

（注２）  補助設備とは，当該機能に間接的に関連し，主要設備の補

助的役割を持つ設備をいう。  

（注３）  直接支持構造物とは，主要設備，補助設備に直接取り付け

られる支持構造物，若しくはこれらの設備の荷重を直接的

に受ける構造物をいう。  

（注４）  間接支持構造物とは，直接支持構造物から伝達される荷重

を受ける構造物（建物・構築物）をいう。  

（注５）  波及的影響を考慮すべき施設とは，下位の耐震クラスに属

するものの破損等によって上位の分類に属するものに波及

的影響を及ぼすおそれのある施設をいう。  

（注６）  Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力。  

 Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力。  

 ＳＢ：Ｂクラス施設に適用される地震力。  

 ＳＣ：Ｃクラス施設に適用される静的地震力。  

（注７）  圧力容器内部構造物は，炉内にあることの重要性からＳク

ラスに準ずる。  

（注８）  非常用電源の燃料油系を支持する構造物とは，ディーゼル

燃料貯蔵タンク基礎，屋外配管ダクト (ディーゼル燃料貯蔵

タンク～原子炉建物 )，屋外配管ダクト (タービン建物～排

気筒 )及び排気筒をいう。  

（注９） 建物開口部の竜巻防護対策設備は比較的大型の鋼製構造物

であり，建物の上部に設置されているため，上位クラス施

設は特定しないが，波及的影響を考慮すべき施設とする。  

（注 10）  Ｂクラスではあるが，弾性設計用地震動Ｓｄに対し破損し

ないことの検討を行うものとする。  

（注 11）  地震により逃がし安全弁排気管が破損したとしても，ドラ

イウェル内に放出された蒸気はベント管を通してサプレッ

ション・チェンバのプール水中に導かれて凝縮するため，

格納容器内圧が有意に上昇することはないと考えられるが，

基準地震動Ｓｓに対し破損しないことを確認する。  

（注 12）  Ｃクラスではあるが，基準地震動Ｓｓに対し機能維持する

ことを確認する。  
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第 1.4－ 1 図  弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（水平方向） 
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第 1.4－ 2 図  弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（鉛直方向） 
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第 1.4－ 3 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -Ｄの設計用模擬地震波の加速

度時刻歴波形  
 

 

第 1.4－ 4 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -Ｆ１の加速度時刻歴波形  
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第 1.4－ 5 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -Ｆ２の加速度時刻歴波形  
 

 

第 1.4－ 6 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -Ｎ１の加速度時刻歴波形  
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第 1.4－ 7 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -Ｎ２の加速度時刻歴波形  
 

 

第 1.4－ 8 図  弾性設計用地震動Ｓｄ -１の設計用模擬地震波の加速

度時刻歴波形  
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第 1.4－ 9 図  弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１ の応答スペク

トルの比較（水平方向）  
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第 1.4－ 10 図  弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル及び解放基

盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの

比較（水平方向）  
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第 1.4－ 11 図  弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル及び解放基

盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの

比較（鉛直方向）  
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(3) 適合性説明  

（地震による損傷の防止）  

 

第四条  設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることがで

きるものでなければならない。  

２  前項の地震力は，地震の発生によって生ずるおそれがある

設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度に応じて算定しなければならない。  

３  耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな

影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用

する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない。  

４  耐震重要施設は，前項の地震の発生によって生ずるおそれ

がある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない。  

５  炉心内の燃料被覆材は，基準地震動による地震力に対して

放射性物質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない。  

 

適合のための設計方針  

１  について  

設計基準対象施設は，耐震重要度分類をＳクラス，Ｂクラス又

はＣクラスに分類し，それぞれに応じて設定した地震力に対して

おおむね弾性範囲の設計を行う。  

耐震重要度分類及び地震力については，「２  について」に示

すとおりである。  

また，設計基準対象施設の設計においては，防波壁の設置及び

地盤改良を実施したことにより地下水の流れが遮断され地下水位

が上昇するおそれがあることを踏まえ，地下水位を一定の範囲に

保持する地下水位低下設備を設置し，同設備の効果が及ぶ範囲に

おいては，その機能を考慮した設計地下水位を設定し水圧の影響

を考慮する。地下水位低下設備の効果が及ばない範囲においては，

自然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計地下水位

を設定し水圧の影響を考慮する。  

炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能については，

以下のとおり設計する。  

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの

荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のい
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ずれか大きい方の地震力を組み合わせた荷重条件に対して，炉心

内の燃料被覆管の応答が全体的におおむね弾性状態にとどまる設

計とする。  

【説明資料（ 1.1： P4 条－ 67）】  

 

２  について  

設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安全機

能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺斜面

の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線

による公衆への影響を防止する観点から，各施設の安全機能が喪

失した場合の影響の相対的な程度に応じて，以下のとおり，耐震

重要度分類をＳクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，それぞ

れに応じた地震力を算定する。  

【説明資料（ 1.1(1)： P4 条－ 67）（ 1.1(2)： P4 条－ 67）】  

(1) 耐震重要度分類  

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，

原子炉を停止し，炉心を冷却するために必要な

機能を持つ施設，自ら放射性物質を内蔵してい

る施設，当該施設に直接関係しておりその機能

喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性

のある施設，これらの施設の機能喪失により事

故に至った場合の影響を緩和し，放射線による

公衆への影響を軽減するために必要な機能を持

つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援する

ために必要となる施設，並びに地震に伴って発

生するおそれがある津波による安全機能の喪失

を防止するために必要となる施設であって，そ

の影響が大きいもの  

【説明資料（ 2.1(1)： P4 条－ 71）】  

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場  

合の影響がＳクラス施設と比べ小さい施設  

【説明資料（ 2.1(2)： P4 条－ 71）】  

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施

設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の

安全性が要求される施設  

【説明資料（ 2.1(3)： P4 条－ 71）】  

(2) 地震力  

上記 (1)のＳクラスの施設（津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。），Ｂクラス及びＣクラスの施設
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に適用する地震力は以下のとおり算定する。  

なお，Ｓクラスの施設並びに浸水防止設備のうち隔離弁，

ポンプ及び配管については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地

震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力を適用す

る。  

 

ａ．静的地震力  

静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に

適用することとし，それぞれ耐震重要度分類に応じて次の地

震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定する。  

 (a) 建物・構築物  

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施

設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ，さらに当該層

以上の重量を乗じて算定するものとする。  

Ｓクラス   3.0 

Ｂクラス   1.5 

Ｃクラス   1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数

Ｃ 0 を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種

類等を考慮して求められる値とする。  

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力

が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛

直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の

振動特性，地盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より

算定するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一

定とする。  

(b) 機器・配管系  

耐震重要度分類の各クラスの地震力は，上記 (a)に示す

地震層せん断力係数Ｃ ｉ に施設の耐震重要度分類に応じ

た係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び

上記 (a)の鉛直震度をそれぞれ 20％増しとした震度より

求めるものとする。  

なお，Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直

地震力は，同時に不利な方向の組合せで作用するものと

する。ただし，鉛直震度は，高さ方向に一定とする。  

【説明資料（ 3.1(1)： P4 条－ 71）】  

ｂ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力  

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，Ｓクラスの施設

に適用する。  
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弾性設計用地震動Ｓｄは，添付書類六「 5. 地震」に示す

基準地震動Ｓｓに，工学的判断から求められる係数 0.5 を

乗じて設定する。さらに，「発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会決

定，平成 13 年 3 月 29 日一部改訂）」における基準地震動

Ｓ １ の応答スペクトルをおおむね下回らないよう配慮した

地震動も弾性設計用地震動Ｓｄとして設定する。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平２方

向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算

定する。  

なお，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設

については，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じた地

震動により，その影響について検討を行う。当該地震動に

よる地震力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせて算定するものとする。  

【説明資料（ 3.1(2)： P4 条－ 72）】  

 

３  について  

耐震重要施設（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備

を除く。）については，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷

地及び敷地周辺の地質・地質構造，地盤構造，地震活動性等の地

震学及び地震工学的見地から想定することが適切な地震動，すな

わち添付書類六「 5. 地震」に示す基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して安全機能が損なわれるおそれがないように設計する。  

【説明資料（ 1.1(5)： P4 条－ 67）】  

また，屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び

津波監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視設

備が設置された建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対して，それぞれの施設及び設備に要求される機能が保

持できるように設計する。  

【説明資料（ 1.1(6)： P4 条－ 68）】  

基準地震動Ｓｓによる地震力は，基準地震動Ｓｓを用いて，水

平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算

定する。  

【説明資料（ 1.1(6)： P4 条－ 68）】  

なお，耐震重要施設が，下位クラス施設の波及的影響によって，

その安全機能を損なわないように設計する。  

【説明資料（ 1.1(9)： P4 条－ 69）】  

耐震重要施設は，液状化，揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状
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の影響を考慮した場合においても，その安全機能が損なわれるお

それがないように設計する。  

【説明資料（ 1.1(12)： P4 条－ 69）】  

 

４  について  

耐震重要施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力によっ

て生じるおそれがある周辺の斜面の崩壊に対して，その安全機能

が損なわれるおそれがない場所に設置する。  

【説明資料（ 7.(4)： P4 条－ 86）】  

 

５  について  

炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能については，

以下のとおり設計する。  

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせた荷重条件によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに

とどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，放射性物質の閉じ

込めの機能に影響を及ぼさない設計とする。  

なお，燃料の機械設計においては，燃料被覆管応力，累積疲労

サイクル及び過度の寸法変化防止に対する設計方針を満足するよ

うに燃料要素の設計を行うが，上記の設計方針を満足させるため

の設計に当たっては，これらのうち燃料被覆管への地震力の影響

を考慮すべき項目として，燃料被覆管応力及び累積疲労サイクル

を評価項目とする。評価においては，内外圧力差による応力，熱

応力，水力振動による応力，支持格子の接触圧による応力等のほ

か，地震による応力を考慮し，設計疲労曲線としては，Langer and 

O’ Donnell の曲線を使用する。  

【説明資料（ 1.1(13)： P4 条－ 69）】  

 

1.3 気象等  

該当なし  

 

1.4 設備等  

該当なし  

 

1.5 手順等  

該当なし  
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第４条：地震による損傷の防止  
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1. 耐震設計の基本方針  

  島根原子力発電所２号炉の設計基準対象施設の耐震設計方針に

ついて説明する。  

1.1 基本方針  

発電用原子炉施設の耐震設計は，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年

６月 28 日原子力規制委員会規則第５号）」及び「実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年６月

28 日原子力規制委員会規則第６号）」に適合するよう以下の項

目に従って行う。  

(1) 地震により生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因す

る放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの（以下「耐

震重要施設」という。）は，その供用中に当該耐震重要施設に

大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作

用する地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれがな

いように設計する。  

(2) 地震により発生するおそれがある安全機能の喪失（地震に伴

って発生するおそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安

全機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線による公衆への

影響を防止する観点から，各施設の安全機能が喪失した場合の

影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）に応じて，

耐震重要度分類をＳクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，

それぞれに応じた地震力に十分耐えられるように設計する。  

(3) 建物・構築物及び土木構造物（屋外重要土木構造物及びその

他の土木構造物）については，耐震重要度分類の各クラスに応

じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対す

る十分な支持力を有する地盤に設置する。  

(4) Ｓクラスの施設（ (6)に記載のもののうち，津波防護機能を有

する設備（以下「津波防護施設」という。），浸水防止機能を

有する設備（以下「浸水防止設備」という。）及び敷地におけ

る津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設備」という。）

を除く。）について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力

が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。  

(5) Ｓクラスの施設（ (6)に記載のもののうち，津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備を除く。）は，基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対してその安全機能が保持できる設計とする。建

物・構築物については，構造物全体としての変形能力（終局耐

力時の変形）に対して十分な余裕を有するように，機器・配管

系については，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が
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小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，

その施設の機能を保持できるように設計する。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態にとど

まる範囲で耐えられる設計とする。  

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震

力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算

定するものとする。  

(6) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波

監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視設備

が設置された建物・構築物は，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して，それぞれの施設に要求される機能が保持できる設計と

する。  

屋外重要土木構造物は，構造部材の曲げについては限界層間

変形角，圧縮縁コンクリート限界ひずみ，曲げ耐力又は許容応

力度等，面外せん断についてはせん断耐力又は許容応力度，面

内せん断については限界せん断ひずみを許容限界とする。なお，

限界層間変形角，圧縮縁コンクリート限界ひずみ，曲げ耐力，

限界せん断ひずみ及びせん断耐力に対し妥当な安全余裕を持た

せることとし，それぞれの安全余裕については，各施設の機能

要求等を踏まえ設定する。  

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物については，(5)に示す基準地震動Ｓ

ｓに対する設計方針を適用する。ただし，浸水防止設備のうち

隔離弁，ポンプ及び配管については，(5)に示す基準地震動Ｓｓ，

弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的地震力に対する設計方針を適用

する。  

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震

力は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算

定するものとする。  

また，重大事故等対処施設を津波から防護するための津波防

護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれらが設置さ

れた建物・構築物についても同様の設計方針とする。  

(7) Ｂクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えられるように設計する。  

また，共振のおそれのある施設については，その影響につい

ての検討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾性設計

用地震動Ｓｄに２分の１を乗じたものとする。当該地震動によ

る地震力は水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わ
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せて算定するものとし，Ｓクラス施設と同様に許容限界の範囲

内にとどまることを確認する。  

(8) Ｃクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えられる設計とする。  

(9) 耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属するも

の（資機材等含む）の波及的影響によって，その安全機能を損

なわない設計とする。  

(10) 設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，地

震の影響が低減されるように考慮する。  

(11) Ｓクラスの施設及びその間接支持構造物等のうち，地震動

及び地殻変動による基礎地盤の傾斜が基本設計段階の目安値

である 1/2,000 を上回る施設においては，基本設計段階におい

て設定した管理目標値としての改良地盤の物性値を確保し，施

設の安全機能を損なわないように設計する。  

(12) 設計基準対象施設の設計においては，防波壁の設置及び地盤

改良を実施したことにより地下水の流れが遮断され地下水位

が上昇するおそれがあることを踏まえ，地下水位を一定の範囲

に保持する地下水位低下設備を設置し，同設備の効果が及ぶ範

囲においては，その機能を考慮した設計地下水位を設定し水圧

の影響を考慮する。地下水位低下設備の効果が及ばない範囲に

おいては，自然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて

設計地下水位を設定し水圧の影響を考慮する。  

(13) 耐震重要施設は，液状化，揺すり込み沈下等の周辺地盤の

変状の影響を考慮した場合においても，その安全機能が損な

われるおそれがないように設計する。  

(14) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能につい

ては，以下のとおり設計する。  

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいず

れか大きい方の地震力に対して，炉心内の燃料被覆管の応答

が全体的におおむね弾性状態にとどまるように設計する。基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して，放射性物質の閉じ込め

の機能に影響を及ぼさないように設計する。  

 

1.2 適用規格  

適用する規格としては，既往工認で適用実績がある規格のほ

か，最新の規格基準についても技術的妥当性及び適用性を示し

たうえで適用可能とする。  

既往工認で実績のある適用規格を以下に示す。  

・「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－ 1987」
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（社）日本電気協会  

・「原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－ 1984」（社）日本電気協会  

・「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－ 1991

追補版」（社）日本電気協会（以降，「ＪＥＡＧ４６０１」

と記載しているものは上記３指針を指す。）  

・建築基準法・同施行令  

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計

法－（（社）日本建築学会， 1999 改定）  

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社 )

日本建築学会， 2005 制定）  

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－  （（社）日本建築学

会， 2005 改定）  

・鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度

設計と保有水平耐力－  （（社）日本建築学会， 2001 改定）  

・塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会， 1980

制定）  

・煙突構造設計指針（（社）日本建築学会， 2007 制定）  

・容器構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会， 2010 改

定）  

・鋼構造座屈設計指針（（社）日本建築学会， 1996 改定）  

・建築耐震設計における保有耐力と変形性能（（社）日本建

築学会， 1990 改定）  

・建築基礎構造設計指針  （（社）日本建築学会， 2001 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010）  

・発電用原子力設備規格  コンクリート製原子炉格納容器規

格（（社）日本機械学会， 2003）  

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木

学会， 2002 年制定）  

・道路橋示方書（ I 共通編  •Ⅳ  下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，  平成 14 年３月）  

・道路橋示方書（Ｖ  耐震設計編）・同解説（（社）日本道路

協会，平成 14 年３月）  

・水道施設耐震工法指針・解説  （（社） 日本水道協会，1997

年版）  

・地盤工学会基準  （ＪＧＳ１５２１－ 2003）地盤の平板載荷

試験方法  

・地盤工学会基準  （ＪＧＳ３５２１－ 2004）剛体載荷板によ

る岩盤の平板載荷試験方法  
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    ただし，ＪＥＡＧ４６０１に記載されているＡｓクラスを

含むＡクラスの施設をＳクラスの施設としたうえで，基準地

震動Ｓ２，Ｓ１をそれぞれ基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動

Ｓｄと読み替える。  

また，「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭

和 55 年通商産業省告示第 501 号，最終改正平成 15 年７月 29

日経済産業省告示第 277 号）に関する内容については，「発

電用原子力設備規格  設計・建設規格（ 2005 年版（ 2007 年追

補版を含む。））〈第 I 編  軽水炉規格〉 JSME S NCl-2005/2007」

（（社）日本機械学会）に従うものとする。  

 

2. 耐震設計上の重要度分類  

2.1 重要度分類の基本方針  

設計基準対象施設の耐震設計上の重要度を次のように分類す

る。  

(1) Ｓクラスの施設  

地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を停

止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設，自ら放射

性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその

機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施

設，これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を

緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機

能を持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するために

必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそれがある津

波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施設で

あって，その影響が大きい施設  

(2) Ｂクラスの施設  

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳ

クラスの施設と比べ小さい施設  

(3) Ｃクラスの施設  

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一

般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設  

 

2.2 耐震重要度分類  

耐震重要度分類について第１部第 1.4.1－ 1 表に示す。なお，

同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されるこ

とを確認する地震動及び波及的影響を考慮すべき施設に適用す

る地震動についても併記する。  
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3. 設計用地震力  

3.1 地震力の算定法  

耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。  

(1) 静的地震力  

静的地震力は，Ｓクラスの施設（津波防護施設，浸水防止

設備及び津波監視設備を除く。），Ｂクラス及びＣクラスの

施設に適用することとし，それぞれ耐震重要度分類に応じて，

以下の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定するも

のとする。ただし，浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び

配管については，Ｓクラスの施設に適用する静的地震力を適

用する。  

ａ．建物・構築物  

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の

耐震重要度分類に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の重量

を乗じて算定するものとする。  

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃ ｉ は，標準せん断力係数Ｃ 0

を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考

慮して求められる値とする。  

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力

係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は，Ｓク

ラス，Ｂクラス及びＣクラスともに 1.0 とし，その際に用いる

標準せん断力係数Ｃ 0 は 1.0 以上とする。  

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時

に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，

震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種

類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定

するものとする。  

ｂ．機器・配管系  

静的地震力は，上記ａ．に示す地震層せん断力係数Ｃ ｉ に施

設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度とし

て，当該水平震度及び上記ａ．の鉛直震度をそれぞれ 20%増し

とした震度より求めるものとする。  

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時

に不利な方向の組合せで作用するものとする。ただし，鉛直震

度は高さ方向に一定とする。  
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ｃ．土木構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）

土木構造物の静的地震力は，ＪＥＡＧ４６０１の規定を参考に，

Ｃクラスの建物・構築物に適用される静的地震力を考慮する。  

上記ａ．，ｂ．及びｃ．の標準せん断力係数Ｃ 0 等の割増係

数の適用については，耐震性向上の観点から，一般産業施設，

公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定する。  

(2) 動的地震力  

動的地震力は，Ｓクラスの施設，屋外重要土木構造物及びＢ

クラスの施設のうち共振のおそれのあるものに適用する。Ｓク

ラスの施設（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。）については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動  

Ｓｄから定める入力地震動を適用する。  

基準地震動Ｓｓは，「敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について，解放

基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれ

ぞれ策定した。  

また，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動Ｓｓとの応答ス

ペクトルの比率が目安として 0.5を下回らないよう基準地震動

Ｓｓに係数 0.5 を乗じて設定する。ここで，係数 0.5 は，工学

的判断として，発電用原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に

対する入力荷重の比率が 0.5程度であるという知見を踏まえた

値とする。さらに「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3

月 29 日一部改訂）」における基準地震動Ｓ１の応答スペクトル

をおおむね下回らないよう配慮した地震動も弾性設計用地震

動Ｓｄとして設定する。  

また，建物・構築物及び機器・配管系ともに 0.5 を採用する

ことで，弾性設計用地震動Ｓｄに対する設計に一貫性をとる。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，

弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動の振幅を２分の

１にしたものによる地震力を適用する。  

屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波

監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視設備

が設置された建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる

地震力を適用する。ただし，浸水防止設備のうち隔離弁，ポン

プ及び配管については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力を適用する。  

動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料のばらつき

による変動幅を適切に考慮する。  
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3.2 設計用地震力  

設計用地震力については別添－１に示す。  

 

4. 荷重の組合せと許容限界  

4.1 基本方針  

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は以下による。  

(1) 耐震設計上考慮する状態  

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。  

ａ．建物・構築物  

以下の (a)～ (c)の状態を考慮する。  

(a) 運転時の状態  

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下に

おかれている状態  

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡変

化時を含むものとする。  

(b) 設計基準事故時の状態  

発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態  

(c) 設計用自然条件  

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，積

雪等）  

ｂ．機器・配管系  

以下の (a)～ (d)の状態を考慮する。  

(a) 通常運転時の状態  

発電用原子炉の起動，停止，出力運転，高温待機及び燃料

取替等が計画的又は頻繁に行われた場合であって，運転条件

が所定の制限値以内にある運転状態  

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態  

通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若し

くはその誤作動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類

似の頻度で発生すると予想される外乱によって発生する異

常な状態であって，当該状態が継続した場合には炉心又は原

子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生ずるおそれが

あるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態  

(c) 設計基準事故時の状態  

発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態

であって，当該状態が発生した場合には発電用原子炉施設か

ら多量の放射性物質が放出するおそれがあるものとして安

全設計上想定すべき事象が発生した状態  
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(d) 設計用自然条件  

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，積

雪等）  

ｃ．土木構造物  

以下の (a)～ (c)の状態を考慮する。  

(a) 運転時の状態  

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下に

おかれている状態  

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡変

化時を含むものとする。  

(b) 設計基準事故時の状態  

発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態  

(c) 設計用自然条件  

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，積

雪等）  

(2) 荷重の種類  

ａ．建物・構築物  

以下の (a)～ (d)の荷重とする。  

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用し

ている荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及び

通常の気象条件による荷重  

(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重  

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(d) 地震力，風荷重，積雪荷重等  

ただし，運転時の状態及び設計基準事故時の状態での荷重

には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，機器・配管系からの反力，スロッ

シング等による荷重が含まれるものとする。  

ｂ．機器・配管系  

以下の (a)～ (d)の荷重とする。  

(a) 通常運転時の状態で施設に作用する荷重  

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重  

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(d) 地震力，風荷重，積雪荷重等  

ｃ．土木構造物  

以下の (a)～ (d)の荷重とする。  

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用

している荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及

び通常の気象条件による荷重  
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(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重  

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(d) 地震力，風荷重，積雪荷重等  

ただし，運転時の状態及び設計基準事故時の状態での荷重

には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，機器・配管系からの反力，スロッ

シング等による荷重が含まれるものとする。  

(3) 荷重の組合せ  

(2)に定めた地震力と他の荷重との組合せは以下による。  

ａ．建物・構築物（ｄ．に記載のもののうち，津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備を除く。）  

(a) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している荷

重及び運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）

の状態で施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

(b) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している荷

重及び設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重のうち

長時間その作用が続く荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震力又は静的地震力とを組み合わせる。  

(c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，常時作

用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と，

動的地震力又は静的地震力とを組み合わせる。  

ｂ．機器・配管系（ｄ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの機器・配管系については，通常運転時の状態で

施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

(b) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過渡

変化時の状態及び設計基準事故時の状態のうち地震によっ

て引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重

と地震力とを組み合わせる。  

(c) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過渡

変化時の状態及び設計基準事故時の状態のうち地震によっ

て引き起こされるおそれのない事象であっても，いったん事

故が発生した場合，長時間継続する事象による荷重は，その

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関

係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。  

(d) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系については，通常運

転時の状態で施設に作用する荷重及び運転時の異常な過渡

変化時の状態で施設に作用する荷重と，動的地震力又は静的

地震力とを組み合わせる。  

(e) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能の確
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認においては，通常運転時の状態で燃料被覆管に作用する荷

重及び運転時の異常な過渡変化時の状態のうち地震によっ

て引き起こされるおそれのある事象によって燃料被覆管に

作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

ｃ．土木構造物  

(a) 屋外重要土木構造物については，常時作用している荷重及

び運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）の状

態で施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。  

(b) その他の土木構造物については，常時作用している荷重及

び運転時の状態で施設に作用する荷重と静的地震力とを組み

合わせる。  

ｄ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物  

(a) 津波防護施設並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波

監視設備が設置された建物・構築物については，常時作用し

ている荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地

震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。  

(b) 浸水防止設備及び津波監視設備については，常時作用して

いる荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地震

動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。さらに，浸水防止設

備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，常時作用して

いる荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい

方の地震力とを組み合わせる。  

なお，上記ｄ． (a)， (b)については，地震と津波が同時に

作用する可能性について検討し，必要に応じて基準地震動Ｓ

ｓによる地震力と津波による荷重の組合せを考慮する。また，

津波以外による荷重については，「 (2) 荷重の種類」に準じ

るものとする。  

ｅ．荷重の組合せ上の留意事項  

(a) 動的地震力については，水平２方向と鉛直方向の地震力と

を適切に組み合わせ算定するものとする。  

(b) ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しい場合には，

その妥当性を示したうえで，その他の荷重の組合せ状態での

評価は行わないものとする。  

(c) 複数の荷重が同時に作用し，それらの荷重による応力の各

ピークの生起時刻に明らかなずれがある場合には，その妥当

性を示したうえで，必ずしもそれぞれの応力のピーク値を重

ねなくてもよいものとする。  
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(d) 上位の耐震重要度分類の施設を支持する建物・構築物の当

該部分の支持機能を確認する場合においては，支持される施

設の耐震重要度分類に応じた地震力と，常時作用している荷

重，運転時の状態で施設に作用する荷重及びその他必要な荷

重とを組み合わせる。  

第１部第 1.4.1－ 1 表に対象となる建物・構築物及びその支

持性能が維持されていることを検討すべき地震動等について

記載する。  

(e) 地震と組み合わせる自然現象として，風及び積雪を考慮し，

風荷重及び積雪荷重については，施設の設置場所，構造等を

考慮して，地震荷重と組み合わせる。  

(4) 許容限界  

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する

許容限界は以下のとおりとし，ＪＥＡＧ４６０１等の安全上適

切と認められる規格及び基準，試験等で妥当性が確認されてい

る値を用いる。  

ａ．建物・構築物（ｄ．に記載のもののうち，津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備を除く。）  

(a) Ｓクラスの建物・構築物  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界  

「建築基準法」等の安全上適切と認められる規格及び基

準による許容応力度を許容限界とする。  

ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原

子炉格納容器バウンダリにおける長期的荷重との組合せを

除く）に対しては，下記ⅱに示す許容限界を適用する。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力

時の変形）に対して十分な余裕を有し，終局耐力に対し妥

当な安全余裕を持たせることとする（評価項目はせん断ひ

ずみ，応力等）。なお，終局耐力は，建物・構築物に対す

る荷重又は応力を漸次増大していくとき，その変形又はひ

ずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の

実験式等に基づき適切に定めるものとする。  

(b) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物  

上記 (a)ⅰによる許容応力度を許容限界とする。  

(c) 耐震重要度分類の異なる施設を支持する建物・構築物  

上記 (a)ⅱの項を適用するほか，耐震重要度分類の異なる
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施設を支持する建物・構築物が，変形等に対して，その支持

機能を損なわないものとする。  

なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持

されることを確認する際の地震動は，支持される施設に適用

される地震動とする。  

(d) 建物・構築物の保有水平耐力  

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐

力が必要保有水平耐力に対して耐震重要度分類に応じた安

全余裕を有していることを確認する。  

ｂ．機器・配管系（ｄ．に記載のものを除く。）  

(a) Ｓクラスの機器・配管系  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまるものとする

（評価項目は応力等）。  

ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原

子炉格納容器バウンダリを構成する設備，非常用炉心冷却

設備等における長期的荷重との組合せを除く。）に対して

は，下記 (a)ⅱに示す許容限界を適用する。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレ

ベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，その

施設に要求される機能に影響を及ぼすことがないように応

力，荷重等を制限する。  

また，地震時又は地震後に動的機能が要求される機器等

については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，実証試

験等により確認されている機能確認済加速度等を許容限界

とする。動的機能維持の評価については別添－２に示す。  

(b) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまることとする

（評価項目は応力等）。  

(c) チャンネル・ボックス  

地震時に作用する荷重に対して，燃料集合体の冷却材流路

を維持できること及び過大な変形や破損を生ずることによ

り制御棒の挿入が阻害されることがないことを確認する。  

(d) 燃料被覆管  

炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能につ

いての許容限界は，以下のとおりとする。  
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ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界  

応答が全体的におおむね弾性状態にとどまることとす

る。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレ

ベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，放射

性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさないこととする。 

ｃ．土木構造物  

(a) 屋外重要土木構造物  

ⅰ  静的地震力との組合せに対する許容限界  

安全上適切と認められる規格及び基準による許容値を許

容限界とする。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

構造部材の曲げについては限界層間変形角，圧縮縁コン

クリート限界ひずみ，曲げ耐力又は許容応力度等，面外せ

ん断についてはせん断耐力又は許容応力度，面内せん断に

ついては限界せん断ひずみを許容限界とする。なお，限界

層間変形角，圧縮縁コンクリート限界ひずみ，曲げ耐力，

限界せん断ひずみ及びせん断耐力に対し妥当な安全余裕を

持たせることとし，それぞれの安全余裕については，各施

設の機能要求等を踏まえ設定する。  

(b) その他の土木構造物  

安全上適切と認められる規格及び基準による許容値を許

容限界とする。  

ｄ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物  

津波防護施設並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監

視設備が設置された建物・構築物については，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して，当該施設及び建物・構築物が構造物全

体として変形能力（終局耐力時の変形）及び安定性について十

分な余裕を有するとともに，その施設に要求される機能（津波

防護機能，浸水防止機能及び津波監視機能）が保持できるもの

とする（評価項目はせん断ひずみ，応力等）。  

浸水防止設備及び津波監視設備については，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して，その設備に要求される機能（浸水防止

機能及び津波監視機能）が保持できるものとする。さらに，浸

4条-80

84



 
 

 

水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい

方の地震力に対して，おおむね弾性状態にとどまるものとする。 

ｅ．基礎地盤の支持性能  

(a) Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管系（ (b)

に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備及び津波

監視設備を除く。）の基礎地盤  

ⅰ  弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界  

接地圧に対して，安全上適切と認められる規格，基準等

による地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。  

ⅱ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

接地圧が，安全上適切と認められる規格，基準等による

地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有することを

確認する。  

(b) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津

波監視設備並びに津波防護施設，浸水防止設備又は津波監視

設備が設置された建物・構築物の基礎地盤  

ⅰ  基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界  

接地圧が，安全上適切と認められる規格，基準等による

地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有することを確

認する。  

(c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，Ｂクラス及びＣク

ラスの機器・配管系並びにその他の土木構造物の基礎地盤  

上記 (a)ⅰによる許容支持力度を許容限界とする。  

 

5. 地震応答解析の方針  

5.1 建物・構築物  

(1) 入力地震動  

解放基盤表面は，Ｓ波速度が 700m/s 以上となっている標高

-10m としている。  

建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基

盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓ

ｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮したうえ

で，必要に応じ２次元ＦＥＭ解析又は 1 次元波動論により，地

震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定す

る。地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地
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全体の地下構造との関係や対象建物・構築物位置と炉心位置で

の地質・速度構造の違いにも留意し，地盤の非線形応答に関す

る動的変形特性を考慮する。また，必要に応じ敷地における観

測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏まえ設定す

る。弾性設計用地震動Ｓｄ・静的地震力による評価については

別添－３に示す。  

また，耐震Ｂクラスの建物・構築物のうち共振のおそれがあ

り，動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄ

に２分の１を乗じたものを用いる。  

(2) 解析方法及び解析モデル  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手

法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定す

るとともに，建物・構築物に応じた適切な解析条件を設定する。

また，原則として，建物・構築物の地震応答解析及び床応答ス

ペクトルの策定は，線形解析及び非線形解析に適用可能な時刻

歴応答解析法による。  

建物・構築物の地震応答解析に当たっては，建物・構築物の

剛性はそれらの形状，構造特性等を十分考慮して評価し，集中

質点系等に置換した解析モデルを設定する。  

動的解析には，建物・構築物と地盤との相互作用を考慮する

ものとし，解析モデルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，

基礎側面と地盤の接触状況，地盤の剛性等を考慮して定める。

各入力地震動が接地率に与える影響を踏まえて，地盤ばねには，

基礎浮上りによる非線形性又は誘発上下動を考慮できる浮上

り非線形性を考慮するものとする。設計用地盤定数は，原則と

して，弾性波試験によるものを用いる。  

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も

含めて材料のばらつきによる変動幅を適切に考慮する。建物・

構築物の動的解析において，地震時における地盤の有効応力の

変化に伴う影響を考慮する場合には，有効応力解析等を実施す

る。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤に

おける代表性及び網羅性を踏まえたうえで実施した液状化強

度試験結果よりも保守的な簡易設定法を用いて設定する。また，

材料のばらつきによる変動のうち建物・構築物の振動性状や応

答性状に及ぼす影響として考慮すべき要因を選定したうえで，

選定された要因を考慮した動的解析により設計用地震力を設

定する。  

建物・構築物の３次元応答性状及び機器・配管系への影響に

ついては，建物・構築物の３次元ＦＥＭモデルによる解析に基
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づき，施設の重要性，建物規模，構造特性を考慮して評価する。

３次元応答性状等の評価は，時刻歴応答解析法又は線形解析に

適用可能な周波数応答解析法による。  

 

5.2 機器・配管系  

(1) 入力地震動又は入力地震力  

機器・配管系の地震応答解析における入力地震動又は入力地

震力は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ，又は当該

機器・配管系の設置床における設計用床応答スペクトル又は時

刻歴応答波とする。弾性設計用地震動Ｓｄによる評価について

は別添－３に示す。  

また，Ｂクラスの機器・配管系のうち共振のおそれがあり，

動的解析が必要なものに対しては，弾性設計用地震動Ｓｄを基

に作成した設計用床応答スペクトルの応答加速度に２分の１

を乗じたものを用いる。  

(2) 解析方法及び解析モデル  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手

法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定す

るとともに解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性等の各物

性値は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定す

る。  

また，評価にあたっては建物・構築物の剛性及び地盤物性等

の不確かさを適切に考慮する。機器の解析に当たっては，形状，

構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現でき

るよう質点系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応

答スペクトルを用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴

応答解析法により応答を求める。  

配管系については，配管の形状や構造を考慮して，代表的な

振動モードを適切に表現できるモデルを作成し，設計用床応答

スペクトルを用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応

答解析法により応答を求める。  

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に

当たっては，衝突，すべり等の非線形現象を模擬する観点又は

既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観点で，建

物・構築物の剛性，地盤物性のばらつき等への配慮をしつつ時

刻歴応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の

振動特性，構造特性等を考慮し適切に選定する。  

また，応答解析モデルは設備の３次元的な広がり及び当該設

備の対称性を踏まえ，応答を適切に評価できる場合は１次元モ
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デルや２次元モデルを用い，３次元的な応答性状を把握する必

要がある場合は３次元的な配置をモデル化する等，その応答を

適切に評価できるモデルを用いることとし，水平２方向及び鉛

直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。  

なお，剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最大応答加

速度の 1.2倍の加速度を震度として作用させて構造強度評価に

用いる地震力を算定する。  

 

5.3 屋外重要土木構造物  

(1) 入力地震動  

屋外重要土木構造物の地震応答解析における入力地震動は，

解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを基に，対象構造物

の地盤条件を適切に考慮したうえで，必要に応じ２次元ＦＥＭ

解析又は１次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置

で評価した入力地震動を設定する。地盤条件を考慮する場合に

は，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係にも留

意し，地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。ま

た，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学

的・技術的知見を踏まえ設定する。静的地震力による評価につ

いては別添－３に示す。  

(2) 解析方法及び解析モデル  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手

法の適用性，適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定す

るとともに，各構造物に応じた適切な解析条件を設定する。地

震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる連成系の

地震応答解析手法とし，地盤及び構造物の地震時における非線

形挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析

のいずれかにて行う。地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮する場合には，有効応力解析等を実施する。有

効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における

代表性及び網羅性を踏まえたうえで実施した液状化強度試験

結果よりも保守的な簡易設定法を用いて設定する。  

なお，地震応答解析では，水平地震動と鉛直地震動の同時加

振を基本とするが，構造物の応答特性により水平２方向の同時

性を考慮する必要がある場合は，水平２方向の組合せについて

適切に評価する。  

(3) 評価対象断面  

屋外重要土木構造物の評価対象断面については，構造物の形

状・配置等により，耐震上の弱軸，強軸が明確である場合，構
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造の安定性に支配的である弱軸方向を対象とする。  

また，評価対象断面位置については，構造物の配置や荷重条

件等を考慮し，耐震評価上最も厳しくなると考えられる位置を

評価対象とする。  

なお，床応答算出用の断面については，線状構造物の強軸方

向断面も含めて選定する。  

屋外重要土木構造物の耐震評価における評価断面選定の考

え方を別添－６に示す。  

 

5.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物  

(1) 入力地震動  

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物の地震応答解析における入力地震動

は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用

地震動Ｓｄを基に，構造物の地盤条件等を考慮し設定する。  

なお，敷地内の詳細な地盤条件を考慮する場合には，地震動

評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係にも留意する。  

(2) 解析方法及び解析モデル  

動的解析による地震力の算定については，5.1(2)，5.2(2)及

び 5.3(2)によるものとする。  

 

6. 設計用減衰定数  

応答解析に用いる減衰定数は，ＪＥＡＧ４６０１に記載されてい

る減衰定数を設備の種類，構造等により適切に選定するとともに，

試験等で妥当性が確認された値も用いる。  

なお，建物・構築物の応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰

定数の設定については，既往の知見に加え，既設施設の地震観測記

録等により，その妥当性について検討する。  

地盤と屋外重要土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰

定数については，地中構造物としての特徴及び同モデルの振動特性

を考慮して適切に設定する。  

 

7. 耐震重要施設の安全機能への下位クラス施設の波及的影響  

耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設

（以下「下位クラス施設」という。）の波及的影響によって，その

安全機能を損なわないように設計する。  

波及的影響については，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力を適用して評価を行う。なお，地震動又は地震力の選定に当
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たっては，施設の配置状況，使用時間等を踏まえて適切に設定する。

また，波及的影響においては水平２方向及び鉛直方向の地震力が同

時に作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設及び設備を選

定し評価する。  

波及的影響評価に当たっては，以下 (1)～ (4)をもとに，敷地全体

を俯瞰した調査・検討を行い，耐震重要施設の安全機能への影響が

ないことを確認する。確認に当たっては，施設の配置，構成等の特

徴を考慮することとし，大型の下位クラス施設と耐震重要施設が物

理的に分離されず設置される等，耐震重要施設の安全機能への影響

の確認において配慮を要する場合は，その特徴に留意して調査・検

討を行う。  

なお，原子力発電所の地震被害情報をもとに，以下 (1)～ (4)以外

に検討すべき事項がないか確認し，新たな検討事項が抽出された場

合には，その観点を追加する。  

(1) 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する不等沈下又

は相対変位による影響  

ａ．不等沈下  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う不等沈

下による，耐震重要施設の安全機能への影響  

ｂ．相対変位  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う下位ク

ラス施設と耐震重要施設の相対変位による，耐震重要施設の安

全機能への影響  

(2) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影

響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，耐震

重要施設に接続する下位クラス施設の損傷による，耐震重要施

設の安全機能への影響  

(3) 建物内における下位クラス施設の損傷，転倒，落下等による

耐震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，建物

内の下位クラス施設の損傷，転倒，落下等による，耐震重要施

設の安全機能への影響  

(4) 屋外における下位クラス施設の損傷，転倒，落下等による耐

震重要施設への影響  

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う施設の

設置地盤及び周辺地盤の液状化による影響を考慮した屋外の

下位クラス施設の損傷，転倒，落下等による，耐震重要施設の

安全機能への影響及び周辺斜面の崩壊による耐震重要施設の
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安全機能への影響  

なお，上記 (1)～ (4)の検討に当たっては，地震に起因する溢

水及び火災の観点からも波及的影響がないことを確認する。  

上記観点で抽出した下位クラス施設について，抽出した過程

と結果を別添－４に示す。  

 

8. 水平２方向及び鉛直方向の地震力の組合せに関する影響評価方

針  

  水平２方向及び鉛直方向の地震力の組合せについて，従来の設

計手法における水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐

震計算に対して，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，施設が有

する耐震性に及ぼす影響を評価する。  

評価に当たっては，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響を受ける部位を抽出し，その部位について水

平２方向及び鉛直方向の荷重や応力を算出し，施設が有する耐震性

への影響を確認する。なお，本方針の詳細を別添－５に示す。  

(1) 建物・構築物  

ａ．建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建

物において，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認す

る。  

ｂ．建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答

特性を整理する。  

ｃ．整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性のうち，荷

重の組合せによる応答特性を検討する。水平２方向及び鉛直方

向地震力に対し，荷重の組合せによる応答特性により，有する

耐震性への影響が想定される部位を抽出する。  

ｄ．３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された部位

について，３次元ＦＥＭモデルを用いた精査を実施し，水平２

方向及び鉛直方向地震力により，有する耐震性への影響が想定

される部位を抽出する。  

ｅ．上記で抽出されなかった部位についても，局所応答の観点か

ら，３次元ＦＥＭモデルによる精査を実施し，水平２方向及び

鉛直方向地震力により，有する耐震性への影響が想定される部

位を抽出する。  

ｆ．評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位について，構

造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，各部位の設
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計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が有する耐震性へ

の影響を評価する。  

(2) 機器・配管系

ａ．基準地震動Ｓｓで評価を行う各設備を代表的な機種ごとに分

類し，構造上の特徴から水平２方向の地震力が重複する観点，

若しくは応答軸方向以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じ

る観点にて検討を行い，水平２方向の地震力による影響の可能

性がある設備を抽出する。  

ｂ．抽出された設備に対して，水平２方向及び鉛直方向に地震力

が入力された場合の荷重や応力等を求め，従来の設計手法によ

る設計上の配慮を踏まえて影響を検討する。  

(3) 屋外重要土木構造物

ａ．屋外重要土木構造物について，各構造物の構造上の特徴を踏

まえ，構造形式ごとに大別する。  

ｂ．従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を

抽出する。  

ｃ．屋外重要土木構造物は，おおむね地中に埋設された構造であ

り，周辺地盤からの土圧が耐震上支配的な荷重となることから，

評価対象断面に対して直交方向に作用する土圧により水平２

方向及び鉛直方向の地震力による影響程度が決定される。した

がって，地盤からの土圧が直接作用する部材について影響検討

を行う。

ｄ．影響検討に当たっては，構造形式等の観点から水平２方向及

び鉛直方向の地震力による影響が大きい構造として抽出した

評価対象構造物に対して，評価対象断面（弱軸方向）の地震応

答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面に直交

する断面の地震応答解析に基づく地震時荷重を適切に組み合

わせることで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

構造部材の発生応力等を算出し，耐震性への影響を確認する。 

(4) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれら

が設置された建物・構築物

・津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれらが

設置された建物・構築物について，各構造物の構造上の特徴を

踏まえ，構造形式ごとに 8.(1)， 8.(2)及び 8.(3)により影響を

検討する。

9. 構造計画と配置計画

設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影

響が低減されるように考慮する。
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建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築物は，

地震力に対し十分な支持性能を有する地盤に支持させる。剛構造と

しない建物・構築物は，剛構造と同等又はそれを上回る耐震安全性

を確保する。主要建物の平面図，断面図を別添－７に示す。  

機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力に対

して構造強度を有する設計とする。配置に自由度のあるものは，耐

震上の観点から出来る限り重心位置を低くし，かつ，安定性のよい

据付け状態になるよう配置する。  

また，建物・構築物の建物間相対変位を考慮しても，建物・構築

物及び機器・配管系の耐震安全性を確保する設計とする。  

下位クラス施設は原則，耐震重要施設に対して離隔をとり配置す

るか，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して耐震

性を保持するか若しくは，下位クラス施設の波及的影響を想定して

も耐震重要施設の有する機能を保持する設計とする。  
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